
調査資料･データ ー51

東アジア諸国のエネルギー消費と

大気汚染対策

一 概況と事例研究 -

平成9年 6月

科学技術庁 科学技術政策研究所

第4調査研究グループ

上席研究官 江 幡 禎 則

元上席研究官 肥 後 幸 男

中央大学名誉教授 安 藤 淳 平



EnergyConsumptionandAirPollutionControl

inBeastAsianCountries

June,1997

EBATASadanori SeniorResearcher

HIGO Sachjo ForLコarSeniorResearcher

41hPolicy-orientedResearchGroup

NationalInstituteofScienceandTechnology

ScienceandTechnologyAgency

A NDO Jump e i Em e ritu s P ro fes s o r

Chuo University



は じめ に

ア ジ ア地域 に は､ 世 界 人 口の 6割 が住 み､ そ の経 済 活 動 は世 界 のGDP合 計 の 24%

程 度 を 占めて い る｡ と りわ け､ 我 が 国 とそ の 近 隣 諸 国 ･地 域 の 中国､ インドネシア､韓

国､ 台 湾､ タイ､ ブイリヒoンの 8ヶ国 (以下 東 ア ジ ア諸 国 とい う) につ いて み る と､ 人

口で は ア ジア地 域 の 半分､ 経 済 活 動 で は､ 約 9割 が この 地域 に集 中 して い る｡

東 ア ジ ア諸 国 は､ 世界 の陸 地 面 積 の約 1割 にす ぎな いが､ 人 口で 3割 ､ 経 済 活

動 で は 2割 強 が 集 中 して い る こ とにな る｡ これ らの人 口増 と経 済 活 動 の活 発 化 に

伴 い､ エ ネル ギ ー 消 費 は急 増 し､ 硫黄 酸化 物､ 窒 素酸 化 物､ 二酸 化 炭 素 な どの排

出 の増 加 が顕 著 で､ 局地 汚 染 に加 えて地 球 環 境 に大 きな影 響 を与 え始 め て いる｡

特 に 中 国 で は､ 国 内 の豊 富 な石炭 資源 の利 用 が 進 んで お り､ 二酸 化 硫 黄 の排 出 量

は年 間 2000万 トンに達 し､ あ と数 年 で米 国 を超 え て 最大 の排 出国 にな る と予測 され､

二 酸化 炭 素 の排 出量 もいず れ は米 国 に近接 す る で あ ろ う｡

我 が 国 は世 界 で 最 高 レベル の公 害 防止技 術 と省 エ ネ技 術 (高効 率技 術 ) を持 っ

て い る こ とか ら､ 東 ア ジ ア諸 国 の汚 染 防止 に貢 献 す べ き役割 は大 き い｡ この様 な

状 況 の 中 で､ 我 が 国 は これ まで も技術 移 転 や 援 助 等 を通 じて､ 東 ア ジ ア諸 国 の大

気 汚 染 防 止対 策 等 に協 力 して来 た と ころで あ るが､ これ まで の事 例 を見 る と､ 経

済性 の 問 題､ 技 術 上 の 問題 か ら援 助 が相 手 国 で 十 分 に活 用 され な か っ た 場 合 が 見

られ る｡

発 展 途 上国 で は経 済 の振興 が､ 環境 対 策 よ りも優 先 され る場 合 が 多 い ことは否

め な い と ころで あ るが､ い くつ か の国 で は､ 我 が 国で 公 害対 策 が 本 格 化 され た 19

60年代 の経 済 力 に達 して いる こ とか ら､ 本 腰 を入 れ て 煤 塵 や 硫黄 酸化 物 な どの環

境 対 策 に取 り組 み始 め て いる｡ 一 方､ 経 済 力 が まだ十 分 で な い国 で は､ そ れ らの

環 境 技 術 も先進 国 の 高度､ 高価 な もの でな く､ そ れぞ れ の国状 に適 した ものが 求

め られ る｡ 発 展 途 上 国 は一般 に発 電や 各種 生 産 の効 率 が 低 く､ 省 エ ネ 技 術 (効 率

向 上技 術 ) は､ 経 済 効 果 に加 えて 環 境 対 策 効 果 も大 き く､ そ の普 及 ･援 助 は極 め て

効 果 的 で あ ろ う｡

発 展 途 上国 で は 身 近 な 公害 問題 には敏感 で あ るが､ 地 球 規模 の環 境 問題 に は一

般 に関 心 が低 い｡ しか し温 暖化 に つ いて は今 後 の途 上 国 で の二 酸化 炭 素 な どの温

室 効 果 ガ ス の排 出増 加 が鍵 とな って い る｡ まず 当面 の煤 塵 や 硫黄 酸化 物 な どの対

策 や 効 率 向上 な どを着 実 に進 め､ 目に見 え る 成 果 を上 げて行 けば､ 生 活 レベ ル の



向 上 と も合 わ せ て､ 広 い 環 境 対 策へ の 関 心 を深 め る よ うにな る で あ ろ う｡

本 報 告 書 で は､ これ らの観 点 か ら東 ア ジ ア諸 国の エ ネル ギー 消 費 と大気 汚 染対

策 の動 向､ 我 が 国 の技術 で 中国 に建 設 され た公害 防 止 設備 の運 転 状 況 や 問題 点､

火 力発 電 所 の運 転 状 況 と改 善 の状 況､ 発 展 途 上 国で 環 境対 策 を効 果 的 に進 め るた

め の 要 件､ 東 ア ジ ア諸 国 で の温 室効 果 ガ ス排 出 の問題 点 な どにつ いて の調査 結果

を ま とめ た もの で あ る｡

第 1章 で は､ 躍 進 す る 東 ア ジア諸 国 の 人 口､ 経 済 成 長､ エネ ル ギ ー 消 費 の 動 向

や 特 徴､ 諸 国 の 大 気 汚 染 の現 状 と脱 硫 装 置 の導 入状 況､ 並 び に エ ネル ギー 消 費 見

通 しな どを述 べ る｡

第 2章 で は､ 中国 で の 一 次 エ ネル ギ ー 消 費 量 の約 8割 を しめ､ 大 巾な増 大 が 予

想 され て い る石 炭 に係 わ る大 気 汚染 対 策､ 特 に酸性 雨 の要 因の 一 つ で ある硫 黄 酸

化 物 対 策 に着 目 し､ 中国 にお け る大 気 汚 染 の現 状や モデ ル 的 に導 入 が始 ま っ て い

る湿 式 石 灰 石 膏 法､ ス プ レー ドライ ヤ ー な どの 半乾 式 法､ 及 び 流 動 床 な ど事 例 や

問題 点 を述 べ る｡

第 3章 で は､ 先進 国 に く らべ て発 電 効 率 が 低 い中国､ フ ィ リ ピ ン､ イ ン ドネ シ

ア の既 設 火 力発 電 所 の運 転 状 況 と改 善 の た め の改修 の事 例 や 問 題 点 を述 べ る｡

第 4章 で は､ 途 上 国で の大 気 汚染 の実 体 や 効 果 的 と思 わ れ る環 境 対 策 等 に つ い

て の ま とめや 効 率 向 上 に よ るエ ネル ギ ー 節 約 と環境 の改 善､ 途 上 国 で環 境対 策 の

成 果 を挙 げ る た め の要件､ 東 ア ジア のCO2排 出特 性､ 火 力発 電 の効 率 向上 ･排 煙 処

理 ･二 酸化 炭 素 の相 互 関 係､ メ タ ン､ 一 酸 化 二 窒 素､ 地 表 オ ゾ ンな どの温 暖 化 ガ ス

の東 ア ジ アで の 排 出特性 と抑 制 な どの考 察 を述 べ る｡

本 報 告 書 は､ 下 記 の学 識 経 験 者 か らな る ｢地 球環 境 保 全 技術 の進 歩 に関す る調

査研 究 会 ｣ に よ る議 論 を 背 景 と して､ 科 学 技 術 政策 研 究 所 第 4調 査研 究 グル ー プ

(江 幡 禎 則､ 肥 後 幸 男) ､ 中央 大学 名 誉 教 授 安 藤淳 平 が 執 筆 した もので あ る｡ 委

員 の先 生方 及 び 資 料 を提 供 して いた だ い た 関係 者 の方 々 に深 く感 謝 いた します｡
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1 エ ネ ル ギ ー 消 費 と大 気 汚 染 対 策 の 動 向

1 ･1 ア ジ ア地 域 の経 済 成 長 とエ ネル ギー 消 費 動 向

1 ･1 ･1 ア ジ ア地 域 の 人 口の動 向

世 界 の 人 口は国 連 の見 通 し (表 1･1-1)に よれ ば､ 西暦 2000年 に は60億 を超 え2010

年 に は70億 に迫 ろ う と して い る｡ ア ジ ア の 人 口の増 加 は､ 率 にお いて は世 界 の 平

均 と同程 度 の 伸 び が予 想 され て お り､ 増 加 数 で は他 の地 域 を圧 倒 して い る｡ 今 回

検 討対 象 と した東 ア ジ ア諸 国 は人 口増 加 率 で は世 界や ア ジア の平 均 をや や 下廻 る

と予 想 され て い る もの の､ 絶 対 数 の伸 び は大 き い とみ られて い る｡

後 述 す るよ うに東 ア ジ ア諸 国 の経 済 発 展 は著 し く､ 人 口増加 と併 せ て考 え る と

エ ネ ル ギ ー需 給 面 のみな らず､ 地 球 環 境 に与 え る影 響 は大 き い｡

な お､ こ こで い うア ジ ア地 域 とは ア フガ ニ ス タ ン以 東 のア ジ ア地 域 を い い､ 東

ア ジ ア と して は 中 国､ 日本､ イ ン ドネ シア､ 韓 国､ 台 湾､ タイ､ フ ィ リピ ン､ マ

レー シアの 8ヶ 国 ･地 域 を さす こ と とす るQ

表1･1-1世界 とアジアの人口の動向1)
地域 人口 (千人) 年平均伸び率 (%)

19!川 2000 2010 1990-2000 2000-2010
世界計 5,266,007 6,113,680 6,944,433 1.5 1.3
アジア計 2,917,576 3,378,410 3,792,270 1.5 1.2
(世界比 %) 55.4 55.3 54.6

中国 1,133,683 1,255,054 1,347,514 1.0 0.7
日本 123,537 126,840 127,946 0.3 0.1
インドネシア 178,232 206,213 231,253 1.5 1.2
韓国 42,869 46,721 49,872 0.9 0.7
台湾 20,242 21,960 23,571 0.8 0.7
タイ 56,303 64,543 71,957 1.4 1.I
フィリピン 61,480 77,268 93,774 2.3 2.0
マレシア 17,763 21,868 25,413 2.1 1.5
東アジア諸国計 1,634,109 1,820,467 1,971,300 1.1 0.8

1 ･1･2 ア ジア地 域 の経 済 成 長

GDPで見 る とア ジ ア地 域 の 世 界 に 占め る シェア は 1975年 には 16%で あ った のが､

1993年 には約 24%と世 界 の約 1/4の ウ ェ- トを 占め､ 世 界 経済 に 占め る重 み を増 し

て い る (表 1･1-2)｡ 中で も 日本 を含 む 東 ア ジ ア諸 国 は アジア全体 の 約 9割 を 占め

て い る｡ 多 くの 国 で は 2桁 に近 い伸 び を示 し､ 日本 を除 いた場 合 の 東 ア ジ ア諸 国

の 1985-1993の平 均 伸 び 率 は8,4%に達 して い る｡ また､ 1人 当た りGDPで は ア ジ ア

- 1-



地 域 は 世 界 平 均 の 半 分 以 下 (1993年 )で あ る が､ 台 湾や 韓 国 を は じめ と して 東 ア ジ

ア 諸 国 は 高 い伸 び を示 して い る｡

日本 にお いて 大 気 汚 染 問題 が 深 刻 化 し､ 積 極 的 な対 策 を取 り始 め た の は 昭和 40

午 (1965年 )前 後 か らで あ り (表 卜 1-4)､ 硫 黄 酸 化物 対 策 に は､ 法 制 度 の 整 備 を 初

め と して､ 燃 料 の低 硫 黄 化 ､ 重 油 脱 硫､ そ して 排 煙脱 硫 装 置 の研 究 開 発 着 手 等 が

展 開 され て い る｡ 日本 の 1965年 の - 人 当 た りのGDPは約 7800ドル('90P)で あ り台 湾

や 韓 国 は､ 当時 の 日本 の水 準 に達 しつ つ あ り､ASEAN諸 国 が これ に続 いて い る｡

これ らの こ とか ら､ ア ジ ア 地 域 の 世 界 経 済 に 占め る ウ ェ- トの 重 み が 増 す と と

も に､ ア ジ ア 各 国 はエ ネ ル ギ ー 消 費 の増 大 と汚 染 に伴 う大 気 汚 染 対 策 の実 施 段 階

に き て い る と言 え るQ

表1･1-2世界の地域別GDP及び一人当た りのGDPの変化2)

主な地域 GDP(ー87P10億 ドル) 1人当た りGDP('87Pドル/人)実数地域構成比(%) 年平均伸び率 (%) 実数 年平均伸び率 (%)
1975-19851985-1993 1975- 1985-1975 1985 1993 1975 1985 1993 川S5 1993

アジア 2,04616.03,45227.13,95231.01,98115.5 3,24619.04,62727.04,95128.92,46014.4 4,68923.75,5512S.05,82629.41,5577.9 4.7 4.7 925 1,232 1,554 2.9 2,9

北米 3.0 2.3 14,42817,53219,355 2.0 1.2

欧州OECD 2.3 2.1 9,881ll,78913,237 1.8 1.5

旧ソ連 .東欧 2.2 -5.6 5,377 6,139 3,734 1.3 -6.0

主な国米国 3,176 4,244 5,105 2.9 2.3 14,70217,83219,785 1.9 1.3
ドイツ 1,013 1,256 1,458 2.2 1.9 12,87416,16718,067 2.3 1.4
英国 521 630 739 I.9 2.0 9,273ll,13312,754 1.8 1.7

表1･1-3東アジア各国のGDPの変化2)

国名 実質GDP 1人当たりGDP
実数('87P10億USドル)年平均伸び率(%) 実数('87Pドル/人) 年平均伸び率(%)

川丁5 1985 19931975-川S51985-1993 川75 川$5 19931975-19851985-1993

東アリア諸国計荏 1(アゾア比 %)東アシ>ア諸国計注2 1,78787.32842,83787.4582 4,07786.91,109 4.77.4 4.68.4
中国 96 210 432 8.1 9.4 105 200 367 6.7 7.9
日本 1,5032,255 2,968 4.1 3.5 13,42l18,63723,939 3.3 3.2
インドネシア 37 68 112 6.3 6.4 274 417 597 4_3 4.6
韓国 49 109 214 8.3 8.8 1,400 2,677 4,859 6.7 7.7
台湾 39 90 170 8.7 8.3 2,458 4,706 8,165 6.丁 7.1
タイ 23 44 90 6.7 9.4 557 860 1,548 4.4 7.6
フィリピン 25 31 39 2.2 2.9 570 563 609 -0.1 1.0

注 1) 日本を含む東アジア諸国の合計
注2)日本を除いた東アジア諸国の合計
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表 1･1-4 日本 の火 力発電 所 にお ける主 な 硫 黄酸化 物抑 制対策 の展 開

l ･-t･ IL･:/I 11･･L.･･

主な法 制定

訂 云

硫 黄 酸化物

策 (発 電 開府

排煙 脱硫

重油脱硫

燃 料 対策

そ の 他

そ の他

■､

19651970 1975 1980 1985 19901995

○ ばいえ ん防止法 制定 (排 出基準 の設定) 19621

0環 境基 準 の制定 1969

○ 総 量規 制 の導入 1973

研 究 (乾式 )

1

●

式 湿
-

●
大 型 プ ロジェ ク ト開発 (乾 式)

● 実 用 化 (湿式､ 関電 :尼 崎東火 力)

● 国､ 大 型 プ ロジ ェ ク ト開発 (直脱 )

●実用化 (直 脱 :世 界初､ 出光興産､U0P方 式)

● (間脱､ ERE方式 )

●原 油 生焚 き (東 電 :横 浜火 力)

●アラスカLNG火 力 (東電 :横浜火 力)

●K値規 制導 入 (高煙 突 を促 進)
▲ ▲

一 次石油危 機 二次 石 油危 機

▲ 二酸化 硫 黄濃 度 ピー ク (15測 定 局)

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

(荏)エ ネルギー経 済 1993.3わ が 国 の環境緩 和技術 の発 展 と国際 的な技術 協 力の視 点 塚 田主任

研 究員他等 を基 に作 成
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1 ･1 ･3 ア ジ ア地 域 の一 次 エ ネ ル ギー 消 費 特性

ア ジ ア地 域 の一次 エ ネ ル ギ ー消 費 の増 加 は著 しく､ 世界 全体 に 占め る割 合 も19

75年 に は 15%だ った ものが 1993年 で は約 23%と世 界 の 1/4弱 を 占め る に至 っ て い る

(表 1･ト5)｡ 増 加 数 量 で見 て も1985-1993年 の8ヶ年 の間 に世 界 全体 で9.86億 トン

(石 油換 算 ) 増 加 し､ そ の 中で ア ジ ア地 域 は6.02億 トン と世 界 全 体 の増 加 数 量 の

表1･1-5世界の地域別一次エネルギー消費量の変化2)

地域 エネルギ ー消費量 地域構成比 増加数量 (Mtoe)
(Mtoe) (%) 1975-19851985-19931975 1985 1993 1975 1985 川93

アジア 8281,253 1,855 15.0 18.0 23.3 425 (川2
北米 1,814I,964 2,250 32.8 28.2 28.3 150 286
欧州OECD I,1541,322 1,440 20.9 19.0 18.1 ー樟 118
旧ソ連 .東欧 1,2291,624 i,340 22.2 23.3 16.8 395 -284
世界計 5,5246.972 7,956100.0100.0100.0 1,448 986

注)Mtoeは石油換算100万t

61%を 占め て､ 地 球 環 境 の視 点 か ら最 も注 目す べ き地 域 とな って い る｡ ま た､ 増大

す る ア ジ ア地 域 の エ ネル ギ ー 消 費 の 中で､ 東 ア ジア諸 国 は大 きな位 置 を 占め て い

る｡ エ ネ ル ギ ー源 別 に見 る と､ ア ジ ア地 域 は 固体燃 料 の割 合 が 大 き く､ 天 然 ガス

の ウ ェ- トが 小 さ い特 徴 を有 す る (表 1･1-6) ｡ 特 に 中国 で は 固体 燃 料 が エ ネル ギ

ー 消 費 量 全 体 の 8割 に近 く (表 1･ト 7)､ そ の 消 費量 は1993年 に は559Mtoeで 米 国

(1993年 固体 燃 料 消 費 量 559Mtoe)に並 び 世界 一 とな って い る｡

1人 当た りのエ ネ ル ギ ー 消 費 量 (表 1･ト8)は､1993年 時 点 で 世界 平 均 が 1.44

toe/人 で あ る の に対 し､ ア ジ ア地 域 で は0.6toe/人 とか な り小 さ い もの の 伸 び 率 は

著 し く高 く､1975年 に比 べ る と1993年 に は世界 平均 で は5%しか増 加 しな か ったが､

ア ジア地 域 で は58%も増 加 して い る｡

GDP当た りの一次 エ ネル ギ ー 消 費 量 を表 1･1-9に示 す｡ 中 国 で は大 幅 な 改 善 傾 向

に あ るが､ そ れ で も世 界 の他 の地 域 や 東 ア ジ ア諸 国 に に比 べ て もGDP当た りの消 費

が 多 い｡ イ ン ドネ シア､ 韓 国､ フ ィ リ ピ ン､ マ レー シアで はGDP当た りの 消 費 が増

えて い る｡
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表1･1-6世界の地域別1次エネルギー源別消費量及び構成比の変化2)

地域 午 1次エネ購ナ消費 1次エネルキー-源別消費量(Mtoe) 1次エネルキナ-源別消費量構成比(%)

化石燃料 1次電力 化石燃料 1次電力

固体 石油 天然 合計 原千 水 Aロ 固体 石油 天然 合計 原千 水 合計量 燃料 ガス 力 刀 計 燃料 ガス 力 力
7/7 19丁EI 828 376 406 22 804 8162445.449.02.797.1上01.9 2.9

198六1,253 625 466 771,16854257949.937.26.193.2i.32.0 6.3
19931,855 858 724 1371,719913512646.339.07.492.74.91.9 6.8

北米 19751,814 366 855 4951,71651439420.247.127.394.62.82.4 5.2
1購う1.964 527 丁桐 4621,7841225017226.840.523.590.86.22.5 8.8
lW32,250 592 846 5501,98819452246コ6.337.624.488.48.62.310.9

欧州 19751,154 ご州 645 1501,09130316125.655.913.094.52.62.7 5.3
OECD 川鋸 1,322 359 564 2011,1241553719227.242.715.285.01.72.a14.5

1叩31,440 297 623 2611,18121341254:0.643.318.182.04.82.817.6
旧ソ 19751,229 492 438 2721,202ll152640.035.622.197.80.91.2 2.1
東欧 19851,624 502 516 5291,54753237630.931.832.695.33.31.4 4.7

lt叩31,340 376 342 5231,24168259328.125.539.092.65.11.9 6.9
世界 lo告 5,5241,6262,6561,0075,28910012522529.448.118.295.71.82.3 4.1

川Sj6,9722,1572,8041,4256,38638917256130.940.220.491.65.62.5 8.0

表1･ト7東アジア諸国の一次エネルギーの消費量(Mtoe)と構成比(%)2)

国 固体燃料 石油 天然ガス 一次電力 一次エネルギ-消費合計
午 義 構成 Eヨ里 構成比 量 構成比 義 構成比 義 構成比

中国 1975234 74.8 68 21.7 7 2.2 4 1.3 313 100.01985405 78.3 93 18.0ll 2.1 8 1.5 517 100,0
l醐ョ559 76.5144 1".I14 1.913 1.8 731 100.0

日本 1975 57 18.4230 74.4 8 2.614 4.5 309 100.01恥5 73 20.2204 56.435 9.749 13.5 362 100.0
1993 79 17.3256 36.048 10.573 16.0 457 100.0

インドネシア 1975 00.0 13 92.9 1 7.100.0 14 100.01985 1 3.2 23 74.2 7 22.6 00.0 31 100.0
1993 5 7,2 44 63.819 27.5 11.4 69 100.0

韓国 1975 8 33,3 16 66.700.0 00.0 24 100.01985 22 40.7 27 50.0 0 0.0 4 7,4 54 100.0
1993 26 21.1 76 61.8 6 4.915 12.2 123 100.0

台湾 1975 2 13.3 ll 73.3 1 6.7 0 0,0 15 100.01985 7 21.2 17 51.5 1 3.0 8 24.2 33 100.0
lt川3 16 27.6 29 50.0 3 5.210 17.2 58 100.0

タイ 1975 00.0 8100.0 0 0.0 00.0 8 100.01985 2 12.5 ll 68.8 3 18.8 00.0 16 100.0
1993 5 12.2 27 65.9 8 19.5 00.0 41 100.0

フィリピン 1975 00.0 10100.0 0 0.0 0 0.0 10 100.01985 17.1 8 57.100 . 0 17_1 14 100,0
1993 14.3 16 69.6 00.0 0 0.0 23 100.0

マレ-シア 1975 00.0 6100.0 0 0.0 0 0.0 615 100.01985 00.0 10 66.7 5 33.3 00.0 100.0
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表1･1-8世界の地域別 1人当たりの一次エネルギー消費量の変化2)

地域 1人当たりのエネルキー-消費量(toe/人) 年平均伸び率(%) 指数
1975-19851985-1993 (1975=100)1975 1985 1993 1985 1993

アジア 0.38 0.48 0.60 2.4 2.8 126 158
北米 7.58 7.44 7.84 -0_2 0.7 98 103
欧州OECD 2.89 3.14 3.27 0.8 0.5 109 113
旧ソ連 .東欧 3.33 4ー05 3.60 2.0 -1.5 122 108

表1･1-9アジア各国におけるGDP当たり1次エネルギー
消費量の変化2)

国名 GDP当たり1次エネ購一一消章量(toe/'87P百万ドル) 年平均伸び率(%)
1975-19851985-19931975 1985 1993

中国 3,2502,4571,691 -2.8 -4.6
日本 206 161 154 -2.4 -0.6
インドネシア 365 454 619 2.2 4.0
韓国 492 491 575 0.0 2.0
台湾 379 368 338 -0.3 -1.1
タイ 364 357 452 -0.2 3.0
7イ牝○ン 424 464 576 0.9 2.7
マレーシア 392 513 606 2.7 2.1

世界の主な地蟻北米 526 425 405 -2.I -0.6
中南米 461 493 513 0.7 0.5
欧州OECD 292 267 247 -0.9 -Ilo
アジア 405 387 398 -0.5 0.4

1 ･1 ･4 ア ジ ア地 域 の最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 特性

ア ジ ア地 域 の最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 を (表 1･ト10)に示 す｡ 日本 は､ 世界 平均

に 比 べ る と､ 産 業 部 門 の ウ ェ- トが 高 く､ 交 通 部 門及 び 民 生 ･農 業 部 門 が 小 さ か っ

た が､ 産 業 部 門 が 低 下 傾 向 にあ り､ 交通 部 門 や 民 生 ･農 業 部 門 の ウ ェ- トが 高 くな

っ て 世 界 の平 均 値 に近 づ きつ つ あ る｡ 中 国 は ア ジア諸 国 の 中で も特 に産 業 部 門 の

ウ ェ- トが 高 く､ 交通 部 門 は低 い ものの 増 加 傾 向 にあ る｡ 台湾､ 韓 国 は交通 部 門

の シ ェ アが 高 ま り 日本 に近 づ いて い るo ASEAN諸 国 は元 々交通 部 門 が 高 く この 状 態

が 続 いて い る｡ いず れ の 国 も車 の所 有台 数 は急 激 な増 加 を示 して お り(表 1･2-1)､

地 球 環 境 の面 か らの対 応 と して は産 業部 門や 民 生 ･農 業 の対 応 の他 に交 通 部 門 の対

応 も重 要 とな って きて い る｡
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表1･1-10アジアの最終エネルギー消費 (Mtoe)構成比 (%)の変化2)

地域 年 産業部門 交通部門 民生 .農業 その他 消費合計局 構成比 量 構成比 量 成 量 構成比 量 構成比

世界 1975 1,774 41.91,007 23.81,30030.8145 3.44,226 100.01985 2,050 40.61,229 24.31,60131.7170 3.45,050 100.0
全体 1993 2,176 38.81,484 26.51,76631.5l刈ー 3.25,609 100.0

アジア 1975 371 57.0 105 16.1 15724.1 15 2.3 651 loo. 01985 526 55.6 157 16.6 24525.9 18 1.9 946 100.0
全体 l醐ョ 711 53.3 257 19.3 33425.1 26 2.O1,333 100.0

中国 1975 155 61.5 20 7.9 7027.8 6 2.4 252 100.0川85 253 61.1 34 S.コ l川 28.7 7 1.7 414 100.0
lt叩3 345 61.7 55 9.8 15227.1 8 1.4 559 100,0

日本 1975 133 56.1 45 20.0 5221.9 7 3.0 237 100,0tO85 126 49.2 58 22.7 6525.4 8 3.i 256 100.0
1993 141 44.6 84 26.6 8326.3 9 2.8 316 100.0

インド 川丁5 3 27.3 4 36.4 436.4 00.0 ll 100.01985 10 40.0 7 28.0 728.0 0 0.0 25 100. 0
ネシア 1993 16 36.4 14 31.8 1329.5 12.3 44 100.0

韓国 川75 9 45.0 3 15.0 840.0 0 0. 0 20 loo.01985 18 42,9 7 16.7 1842.9 00.0 42 100.0
1993 48 49.0 20 20.4 2929.6 00.0 98 100.0

台湾 1975 6 54.5 2 18.2 218.2 00.0 ll 100.01985 14 60.9 5 21.7 521.7 0 0.0 23 100.0
1993 22 55.0 10 25.0 717.5 12.5 40 100.0

タイ 1975 2 28.6 3 42,9 228.6 0 0.0 7 100.01985 3 25.0 6 50.0 325.0 0 0.0 12 100.0
lf川3 8 27.6 14 48.3 620.7 00.0 29 100.0

フィリピン 1975 3 42.9 2 28.6 2コ8.6 00.0 7 100.01985 3 42.9 2 28.6 228.6 00.0 7 100.0
1993 4 30.0 6 46.2 323.1 0 0.0 13 100.0

マレーシア 1975 2 40.0 2 40.0 120.0 0 0.0 5 100.01昭5 4 44.4 4 44.4 1ll.1 00.0 9 100.0
川氾 9 47.4 7 36.8 210.5 1 5.3 19 100.0

1 ･1 ･5 ア ジ ア地 域 の電 力消 費 の増 大

ア ジア地 域 の発 電 量 の 世 界 全体 に 占め る割 合 (ウ ェ- ト) が 1975年 には､ 約 13.

6%で あ った ものが､ 1993年 には約 21.7%と急 激 に増 大 し､ 欧州OECD約 19.7%を 上 回

り､ 北米 につ いで 第 2位 とな った (表 1･1-ll)｡ 東 ア ジ ア諸 国 の 中で は､ 日本 の

発 電 量 は増 大 して い るが､ ウ ェ- トは あ ま り変 化 して いな い｡ 一 方､ 中国 は そ の

ウェ- トが 1975年 の3%か ら1993年 の約 6.7%に増 大 して お り､ 他 の ア ジ ア諸 国 もウ

ェ- トが増 大 して い る｡

発 電 が 一次 エ ネル ギ ー 消 費量 に 占め る割 合 (表 1･1-12)は 1992年 で は34% (199

2年 の ア ジ ア地 域 の一 次 エ ネル ギ ー 消 費 量 1,784Mtoe､発 電投 入 量 615.2Mtoe)に達

した｡
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ア ジ ア地 域 の電 源 構 成 の特 徴 と して､ 石炭 の 占め る割 合 が 北米 につ いで大 き い

(表 l･卜12)｡ 日本､ 台 湾､ 韓 国 は世 界 全 体 に比べ､ 原 子 力 の割 合 が 高 い｡ 中国

以 外 は､ 石 炭 の割 合 が､ や や 小 さ く､ 石 油 の割 合 がや や 高 い (表 ト ト 12)｡

表 1･上目 世界の地域と東アジア各国の総発電量の変化2)

1975 1985 l冊3

総発電量 地域構成比(A)壁 総発電量 地域構成比(%)世 総発電量 地域構成比(%)世
(twわ) 界計-100 (twわ) 界計-100 (twわ) 界計-100

北米 2,288 35.1 3081 31.4 3917 31.2
欧州OECD 1,496 22.9 2098 21.4 2469 19.7
旧ソ連 .東欧 1,338 20.5 1983 20.2 1884 15.0
アジア 886 13.6 1571 16.0 2718 21.7
世界計 6,519 100 9823 川0 12542 100

中国 l!川 3.0 411 4.2 839 6.7
日本 473 7.3 667 6.8 899 7.2
台 湾 24 0.4 56 0.6 107 0.9
韓国 20 0.3 58 0.6 144 1.1
インドネシア 4 0.1 17 0.2 50 0.4
マレーシア 6 0.1 15 0.2 36 0.3
フィリピン 14 0.2 22 0.2 27 0.2

表 1 . I-12 世 界 の 地 域 と 東 ア ジ ア 各 国 の 電 源 構 成 (19 9 2 年 )2)

地域又は国名 燃料投入量 (Mtoe) 一次エネルr-消費量に石炭 石油 天然ガス 原子力 水力 その他 合計
構成 構成比 構成比 構成 構成 構成比 構成 対する構
比(%) (%) (%) 比(%) 比(%) (%) 比(%)成比(%)

北米 495.4 58.4 26.9 3.2 65.2 7.7193.5 7.7 52.1 6.1 15.7 卜ゞ 848.7100.0 38.8
欧州OECD 181,2 34.4 44,0 8.3 43.5 8.3213.1 40.4 41.4 7.9 3.8 0.7 527.0100.0 36.6

旧ソ連･東欧アジア 171.4 29.5 80.0 13.7 231.5 39.8 68.0 ll.7 25.1 4.3 6.1 I.0 582,0100.0 目しう316.6 51.5100.5 16.3 62.2 10,1 91.1 14.8 36.2 5.9 8.6 1.4 615.2loo.0 34.4
世界計 1225.9 42.2342.4 ll.8 475.2 16.4572.2 19.7208.4 7.2 48.4 I.7 2902.4100.0 36.8

中国 166.0 83.0 19.4 9.7 1.3 0.6 0,4 0.2 13.1 6.5 0.0 0.0 200.1100.0 28.6
日本 31.1 17.I 42.0 23.1 33.5 18,5 65.0 35十ゴ 8.4 4.6 トF) 0.8 181.5100.0 40.I
台湾 8.8 36.2 5.3 21.8 0.6 2.5 9.0 37.0 0.6 2.5 0.0 0.0 24.3100.0 45.0
韓国 6.7 20.6 7.0 21.5 3.3 10.1 15.2 46.6 0.5 トう 0.0 0.0 32.6100.0 28.6
1ll'軒)7 3.8 32.5 5.4 46.2 0,8 6.8 0.0 0.0 0.6 5.1 1.0 8.5 ll.7100.0 18.9
マレ-シ7 0.8 9.9 2.5 30.9 4.4 54.3 0.00.0 0.4 4.9 0.0 0.0 8.1100.0 28.9
フィリピン 0.5 5.7 3.0 34.1 0.00.0 0.0 0.0 0.4 4.5 4.9 flS十丁 8.8100.0 44.0

1 ･2 東 ア ジ ア諸 国 の大 気汚 染 とそ の対 策 の概 況

1 ･2 ･1 大 気 汚 染 の概 況 4' 6 '

東 ア ジ ア諸 国 で は工 業 の急 速 な 発 展 や 自動 車 の著 しい増 加 (表 卜2-1) に よ るエ

ネル ギー の消 費 量 の増 大 が､ 環 境 へ の影 響 を 増 大 して いる｡

中国 で は､ 主 要 な エ ネル ギ ー の 石 炭 の燃 焼 に伴 い発 生す るSOx､ ば い じん等 に よ
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る大気 汚 染 が 問題 とな って い る｡ 表 1･2-2に示す よ うに 中国 の 主 な都 市 の大 気 汚 染

の状 況 は､WHOの基 準 (年 平 均 濃 度 で S02が 40-60FLg/m3､spMで 60-90〟g/m3)を大 幅

に超 え て い る状 況 に あ る｡ 長江 以 北 で は酸性 の雨 が少 な く､ 非 酸性 雨 地 域 とされ

て い る が､ 以 南 は酸 性 雨 地 域 が 多 い (図2･1参 照)｡ 特 に硫 黄 分 の 高 い石 炭燃 焼 の

多 い重 慶 市 と員 陽市 の周 辺 に被 害 が 認 め られ､ 重慶 南 山 で は松 の枯 死 が､ 成 都 西

南 の峨 眉 山で は杉 の枯 死 が あ っ て､ 原 因調 査 が行 わ れ て いるO

韓 国 で は､ 低 硫 黄 化 が 進 み､ 図 1･2-1に示 す よ うに､ ソウル で は硫 黄 酸 化 物 濃 度

は低 下 して い る もの の､ 自動 車 が急 増 してお り､ 自動車 排 ガ ス がNOx,CO等 の 主 要

な 発 生 源 とな って い る｡ ソ ウル で は､NOx濃 度 は悪化 傾 向 にあ る (図 1･2-2)｡

タイ のバ ンコクで はSOx濃度 は住宅 地 区 は低 い ものの工業地 区が 高 い (図 1･2-1)0

バ ンコ クのNOx濃度 は 日本 や ソ ウル に比 べ て も高 い状 況 にあ り (図 卜2-1)､ 自動 車

台 数 が 多 く慢 性 的 な 渋 滞 を起 こ して いる こ とや､ 車検 制 度 が な いな ど 自動 車 の整

備 不 良等 によ り､ 悪 化 して い る もの とみ られ る (図 1･2-2).

イ ン ドネ シアの ジ ャカ ル タで は図 1･2-1に示 す よ うに､SOx濃 度 は環 境基 準 を超

え急 速 に悪化 して い る｡NOx濃 度 は東京､ ソ ウル､ バ ン コ クに比 べ る と､ まだ低 い

数 値 を示 して いるが､ 商 業 地､ 工業 地 ともに悪 化 傾 向 に あ る (図 1･2-2)0

マ レー シア のケアララシフ O-ルを は じめ とす る大 / 中都 市 で､ 自動 車 の急 増 と渋滞 によ

る排気 ガス､ 廃棄 物 等 の野 外 焼 却 に よ るへ イ ズ とよ ばれ る ' もや 'の 発 生が み ら

れ る｡

表1･2-1アジア地域の 主要 国 にお ける自動車台数の 推移 4)

(単位 :1000台 )

EEl名 1984年 1986年 1988年

日本

韓国
インドネシア

マレーシア(a)

フィリピン
タイ
中国

59,900

9 48

1,58 3

3,9 47

7望7

7 9 9

2,0 3 5

65,500
1,309
2,167
4,461
885

2,040
2,500

70 ,400

2,0 35

2, 204

4,783

927

2 ,450

4,643

資料)UN/ESCAP･State of theEnvironmeTtAsiaandthe Pacific

1990.pp.130,updatedfinalvers10m,1992,Bangkok .

(a)Governmentdata

- 9-



図 1･2-1硫 黄 酸 化 物 (SOヌ)大 気 中濃 度 3'

657891 8091 8185 8188 8689

日 本 韓 国 マレーシア タ イ イン ドネシア

図 1･2-2窒 素 酸 化 物 (NOx)大 気 中 濃 度 3'

697891 8491 88 8689

日 本 韓 国 マレーシア タ イ イン ドネシア
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表1･2-2 東アジアのおもな都市の大気汚染の状況5)

国名 都市名 硫黄酸化物 浮遊粒子状物質年平均濃度 (〝g/m3) 年平均濃度 (lLg/m3)
1979-82 1983-86 1987-90 1979-82 1983-86 1987-90

目李､､ 牢京 42 23 20 61 50 -

イノト不ノアタイ ソヤカルタ aバンコク a 15 15 14 254136 271川3 105
中国 シーアン 138 107 95 399 515 555
中国 シエンヤン 105 100 118 409 475 435
中国 シャンハイ 66 59 69 224 214 253
中国 ぺキン 77 119 107 475 500 413
注 1)(a)近郊工業地帯での測定

注 2)Ⅶ0の基準 (年平均濃度でS02が40-60〃g/m3､ ､spMで60-90〃g/m3)

資料)UNEP(国連環境計画)のGEMS(地球環境モニタリガ システム)

1. 2. 2 大 気汚染対 策 3 ' 6 ) 日

東 ア ジア諸 国 の環境 法 (大 気 汚 染 関係 ) は各国 とも整備 され､ 実 施 の段 階 に移

って いる (表 1･2-3)o

排 煙脱 硫で は､ 表 1･2-4に示す よ うに､ 日本以外 で は､ 台湾 が本 格 的採 用 を開始

し､ 中国で-一部 火 力発電 用 及 び一般 産 業 用 に導入 が は じまった段 階 で あ り､ 韓 国､

タイ で導 入 の予定が ある｡

中国で は､ 日本 の三菱 重 工 の技 術 によ る新鋭 の脱硫 装置 を重慶 郊 外 の洛項 火 力

発電所 (70万KW) に設置 し､ 順調 に運 関す るな ど対策 を進めているが (図2･2参 照)､

全体 と して は､ これか ら解 決 す べ き課題 は多 い｡

韓 国で は､SOx排 出量 の減 少対 策 と して､ (a)低硫黄 油や､LNGの使用 (b)低 硫 黄

石 炭 の供給 (C)排 出基準等 の強化 等 が と られて い る. 燃料代替 の一 例 と して ソウル

で は､ 1990年 9月か ら2ton以 上 の ボイ ラー使用 の ビル 約 1.200ヶ所､ 一定規 模 以 上

表1･2-3東アジア諸国の環境法 (大気汚染関係)の整備状況9)

回 環境関連法策定状況
中 国 1979環境保護法 (試行)

1989同法制定

日 本 1968大気汚染防止法 1993環境基本法
インドネシア 1982環境管理基本法

韓 国 1965公害防止法 1990大気環境保全法

台 湾 1976大気汚染防制法細則

1992大気汚染防制法
タ イ 1975国家環境質向上保全法

1992同法改正

フィリピン 19777イ1)ピン環境政策､フィリピン環境法典

マレーシア 1974環境質法
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表1･2-4各国脱硫設備等の導入状況丁)
◇内は排煙処理量

= 中国 台湾 韓国 タイ 7イ1)toュ インドネシア

排煙脱硫設備 (電力) (電力) (電力) (電力) (電力) 未設置 未設置87基(89年) 運転中 2基 建設中 2基 これまでは､低硫 建設予定 2基

〈75百万h.m3/h)(一般産業)1.723基(89年)く102百万Nm3/h洛黄火力(重慶)(360MW2基)く2百万Nm3/h〉建設中 1基黄島火力(山東省)〈0.3百万Nm3/h)94年から実証試験(一般産業)5基 (日本製)く0.7百万Nm3/h〉 〈0.6百万Nm3/h計画中 2基く1.5百万Nm3/h(一般産業)12基 (日本製)〈3百万Nm3/h) 黄炭を使用することで対応95年以降に運転開始する新規石炭火力には排煙脱硫設備が設置される予定 マ工モ火力〈2.4百万Nm3/h)

集じん設備 まとんどすベ 50MW以上の火力発 輸入に依存 (自国技術あり) (ボイラとセット 石炭火力とセ (ボイラと

て(99%以上)のばい煙発生施設に設置されている 電所の概ね9割に設置943基(自国技術あり) で輸入) メント産業で設置(ボイラとセットで輸 セットで輸入)

実証試験(2･3･2項参照)などがある｡

の アパ ー ト等 に S分 1.6%のB,C重 油 か らLNGへ の使 用 を義 務 付 け したO 今後 SOxの排

出基 準 の強化 が な され る こ とか ら､ 韓 国 の石 油 会 社 は現 在､ 重 油 直接 脱 硫 の 装置

を建 設 して い る段 階 にあ る｡ 1995年 以 降運 転 開始 す る石 炭 火 力 には排 煙 脱 硫 設備

を設 置す る計 画 とな って い る｡ 自動 車排気 ガ ス対 策 で は､ 1988年 1月 よ りガ ソ リ ン

新 車 に三 元 触 媒 を義 務 づ け､ 1993年 か らは 無 鉛 ガ ソ リン を義 務 づ けて いる｡

タイ で は､ タイ 産 出 の硫 黄 含 有 量 の多 い褐 炭 焚 き大 型 新 設 火 力発 電 所 で は､ 排

煙 脱 硫 装 置 の設 置 (日本 製 石 灰 石 膏 法) が 開始 され た｡ 重 油 焚 の発 電 所 及 び産

業 用 ボ イ ラにつ い て は､ 重 油 の S分 を下 げ る こ とで対 応 しよ う と して い る｡ NOx対

応 で は､ 一部 の発 電 所 で 低 NOxハ●-ナ-､二段 燃 焼 が採 用 され て い る｡ 自動車 の排 気

ガ ス対 策 と して は､ 1992年 に ガ ソ リ ンの鉛 含 有 量 を有 鉛 プ レミアム 0.15g/1､ 無 鉛

プ レ ミアム0.013g/1に引 き下 げ､ 1993年 9月 に は レギ ュ ラー ガ ソ リンの鉛 含 有 量

(現 状 は0.4g/1) を0.15g/1､ 軽 油 の硫 黄 分 を0.5wt%(現 状 は 1.Owt%) に 引 き下 げ

る計 画 にな って い る｡

マ レー シア で は､ 天 然 ガ ス が 豊 富 な ので 重 油 焚 火 力発 電 所 の燃 料 を ガ ス に切 り

替 え る こ と､ 石炭 焚 火 力発 電 所 に S分 の低 い (1%以下 ) 石 炭 を焚 く こ とな どを実

施 しよ う と して い る｡ NOxにつ いて は､ 発 電 所 で は既 に低 NOxバ ー ナ ー､ 二段 燃 焼

によ るNOxの低 減 が行 わ れ て い るO 自動 車 の排 気 ガ ス対 策 と して は､ 排 ガ ス規 制 に
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よ り､ ガ ソ リンの鉛含 有 量の低 減 化 (0.84g/且 -0.log/旦 ('80)-0.15g/且 ('90))

及 びす べ て の車 にブ ロー バ イ装 置 の 取 り付 け を義 務化 (クラ ンクケ ー スか らの 炭

化 水 素排 出抑 制 ) 等 が お こな わ れ て い る｡

以 上 の よ うに､ 固定 発 生源 対 策 で は､ 硫 黄 酸 化 物対 策 につ いて は､ 今 後 本格 化

す る状 況 に あ り､ 窒 素 酸 化 物 対 応 で は燃 焼 改 善 法 が一 部 導入 され 始 め て い る｡ 移

動 発 生源 対 策 と して は､ 我 が 国 で は 窒 素酸 化 物 対 応 と して昭 和 53年 度 (1978年 度 )

規 制 へ の対 応 と して導 入 され た三 元 触 媒 が 韓 国 で 義務 付 けされ た他 は他 の諸 国 も

含 め ガ ソ リンの鉛 の低 減 化 が は じま った段 階 に あ る｡

1 ･3 今 後 の東 ア ジア諸 国 の エ ネル ギ ー 消 費 と環境 対策

活 発 な経 済 成 長 を続 けて い る ア ジ ア諸 国 の エ ネル ギー 消費 量 は 飛 躍 的 に増 大 す

る こ とが 予 想 され て い る｡ 表 1･3-1に IEAで 実 施 され た2000年 及 び 2010年 の エ ネ ル

ギ ー 需 要 見 通 しを示す｡ なお､ 同表 にお け る IEAの区分 で は東 ア ジ ア は 中 国 を含 ま

ず (表 1･3-1の注 2)､ 中 国 は別 個 に示 して あ る｡ ア ジア諸 国 の エ ネ ル ギ ー 需 要 は著

し く､ 例 え ば 中国 で 1991年 で 665Mtoeだ った もの が 2010年 には 2.1倍 の 1422Mtoeに

増 加 す る と して い る｡ そ の燃 料 構 成 (表 1･3-2)は運 輸 部 門及 び 民 生 部 門 の 需 要 増 と

思 わ れ る石 油需 要 が伸 び て い る もの の､ 依 然 と して 2010年 の 固体 燃 料 は エ ネル ギ

ー 需 要 の約 70%を 占め､ なお か つ 絶 対 量 そ の もの も大 幅 に増 加 して い るQ 表 1･3-3

に示 す 電 力需 要 及 び電 源 構 成 の 見通 しの よ う に 固体 燃料 の 占め る割 合 が 2010年 に

お いて も約 70%を 占め る と して い る｡ 表 1･3-4に示 す 東 ア ジア諸 国 (IEAの 区分)に

つ いて は 1991年 時 点 で は電 源 構 成 の 約 28%で あ った 固体 燃料 の割 合 が 50%弱 まで 増

大 す る と予 想 され て い る｡ この こ とか ら従 前 に もま して 固体 燃 料 対 策 が 重 要 で あ

り､ そ の大 口利 用 先 で あ る石 炭 火 力 にか か わ る 環 境対 策 が よ り重 要 にな って くる

と思 わ れ る｡

東 ア ジ ア諸 国 (IEA区 分)のGDP当た りの エ ネ ル ギ ー原 単位 は世 界 の 平 均 に近 づ き

つ つ あ るが､ 中国 にお いて は大 幅 な 改 善 傾 向 に あ る もの の依 然 と して 2010年 時 点

で は世 界 平 均 の 2倍 強 の エ ネル ギ ー を必 要 とす る ことにな る (表 1･3-1)O 中国 にお

いて は産 業構 造 の差違 は あ る もの の､ 全 般 的 に エ ネル ギー効 率 が低 く､ エ ネル ギ

ー 需 要 増 加 量 が膨 大 で あ る こ とを考 え る と､ 効 率 向上が 極 め て重 要 に な るQ

表 1･3-1に示す 東 ア ジ ア諸 国 の- 人 当た りのGDPは ミャ ンマ ーや ベ トナ ム な どの
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後 発 途 上 国 を含 め て い る に もか か わ らず､2010年 には約 4000ドル ('87P)に達 す る

と予 想 され て い る｡ 経 済 発 展 の著 し い韓 国､ 台 湾 に続 い て､ 高 度 成 長 の続 くタイ､

マ レー シ ア､ イ ン ドネ シ ア等 にお い て も､ 今 後 の 十 数 年 に我 が 国 にお いて 本 格 的

な 公 害 対 策 が 始 め られ た た 1965年 頃 の経 済 力 に達 す る もの と考 え られ､ 想 定 され

る汚 染 も局 地 的 な 汚 染 に と ど ま らず ､ 酸 性 雨 や 温 暖化 な ど地 球 規 模 の 環 境 へ の影

響 も懸 念 され る｡ この 為､ これ らの 国 々 にお い て も 自 ら本格 的 に公 害 対 策 に取 り

組 む べ き もの と考 え られ､ 我 が 国 に お いて もODA等 を通 じ環 境 分 野 にお け る途 上 国

の 自助 努 力 を支 援 して い く必 要 が あ る｡ 中 国 全 体 の一 人 当た りのGDPは2010年 時 点

で 約 1200ドル ('87P)と され て い るが､ 沿 岸 部 の い くつ か の地 域 で は 上 述 の 経 済 発

展 の著 しい地 域 と 同様 の レベ ル に達 す る と考 え られ る｡

表1･3-1世界のエネルギー需要等の見通 し10)

午 一次エネルキ中一 一人当た りの 一人当た りのエネエネ胴中一原単位需要 (Mtoe) GDPぐ87PS) ルギ ー消費 (toe) (toe/千rル)

世界 1991 7,845 3,548 1.53 0.432000 9,144 3,917 1.56 0.40
2010 ll,560 4,770 トT3 0.37

北米 1991 2,146 18,798 7.67 0.412000 2,430 22,231 8.25 0.37
2010 2,715 26,173 8.73 0.33

OECD欧州 1991 1,451 12,890 3.33 0.262000 1,619 14,929 3.60 0.24
2010 1,813 18,371 3.96 0.22

OECD太平洋 1押1 543 21,924 3.76 0.172000 643 26,141 4.27 0.16
(注1) 2010 767 33,304 4.97 0.15

東アジア(注2) 1991 358 I,655 0.67 0.542000 568 2,527 0.92 0.49
2010 甜1 3,930 1.26 0.43

中国 1991 665 345 0.58 1.692000 948 659 0.74 1.12

(注1)対象国は 日本､オース トラリア､ニュージー ラン ド

(注2)対象国はインドネシア､韓国､台湾､タイ､フィリピン､マレーシア､フールネィ､香港､カンボジア
ラオス､ミャンマー､北朝鮮､/lD70アニーギニア､シンガポール､へ中トナム､太平洋信託統治諸島
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表1･3-2中国のエネルギー源別需要量と燃料構成の見通し10)

レベル 燃料構成(%)
川ロー 2000 2010 1991 20州 2010

一次エネルキ小-(Mtoe) 665 948 1,422 100.0100.0100.0
固体燃料 525 699 銅5 78.9 73.7 70.0
石油 116 193 313 17.4 20.4 22.0
天然ガス 13 28 55 2.0 3.0 3.9
原子力 1 4 18 0.1 0.4 1.3
水力 ll 23 42 1.6 2.4 3.0

表1･3-3中国の電力需要量と燃料構成の見通し10)

レベル 燃料構成(%)
lt川ー 2000 2010 1991 2000 2010

電力出力(TWh) 677 1,204 2,094 100.0 100.0 100.0
固体燃料 503 S樟 1,483 74.4 72.1 70.8
石油 43 43 43 6.4 3.6 2.1
天然ガス 3 7 ll 0.4 0.6 0.5
原子力 2 14 69 0.3 1.2 3.3
水力 125 271 488 18.5 22.5 23.3

表1･3-4東アジア諸国(注1)の電力需要量と燃料構成の見通 し10)

レベル 燃料構成 (%)
1991 2000 2010 1991 2000 2010

電力出力(Twわ) 482 823 1,362 100 100 100
固体燃料 134 373 651 二T.9 45.3 47.8
石油 133 105 l川 27.6 12.8 8.1
天然ガス 43 99 277 9.0 12.0 20.4
原子力 92 129 189 19.0 15.6 13.9
水力 73 99 104 15.I 12.0 7.7
地熱/その他 7 19 31 1.4 2.3 2.2

(注1)対象国はインドネシア､韓国､台湾､タイ､フィリピン､マレーシア､ブルネイ､香港,カンボジア
ラオス､ミャンマー､北朝鮮､八07Oア=-ギニア,シンガポールへ11けム､太平洋信託統治諸島

引用 文 献 (第 1章 )

1) 人 口デ ー タ は ｢ U N" wor l d Populat ion P ro s p ec ts 1 99 4｣ よ りア フガニスタ

ン以東のア ジア地域 を集計

2)EDMC'96年版 エネルギー ･経済統計要覧 日本エネルギー経済研 究所エネル

ギー計量分析セ ンター編 を加工

3)アジアのエネルギー/環境 問題 と国際協力の課題 1993年 10月

(財) 日本エ ネルギー経済研究所
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4) 平 成 7年 版 環 境 白書

5)環 境 要 覧 93/94 (財 ) 地 球､ 人 間 環 境 フ ォー ラム

6)海 外 諸 国 の 電 気 事 業 1993海 外 電 力 調 査 会

7) 平 成 6年 6月 16日 総 合 エ ネ ル ギ ー 調 査 会 石 炭 部 会 報 告 資 料 を元 に注 書 き を 追

記

8) ASEAN諸 国 に対 す る 公 害 防 止 技 術 の技 術 移 転 に関 す る 調 査 研 究 報 告 書 平 成 6

年 3月 (社 ) 日本 機 械 工 業 連 合 会 (礼 ) 日本産 業 機 械 工 業 会

9) ア ジ ア ･エ ネ ル ギ ー ビ ジ ョ ン (総 合 エ ネ ル ギ ー 調 査 会 国 際 エ ネ ル ギ - 部 会 中

間 報 告 ) 平 成 7年 8月

10)OECD/IEA編 2010年 世 界 の エ ネ ル ギ ー 展 望 1994

(外 務 省 経 済 局 国 際 エ ネ ル ギ 一 課 / 資 源 エ ネル ギ ー 庁 長 官 官 房 国 際 資 源 課

監 訳 )
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2 中国 の大 気 汚 染 防止 設 備 と技 術

2 ･1 排 出 と対 策 の概 況

2 ･1 ･1 主 要 な大 気 汚 染 物 の排 出

中国 の主 要 な 大気 汚 染 物 はS02と煤 塵 で､ 大 部 分 は石炭 の燃 焼 に よ る (表 2･1-

1)｡ 年 間 の 石炭 使 用 量､ 1993年 に は約 10億 トン (石油換算 5.6億 トン) で､

そ の 3割 近 く を発 電 に用 いる｡ 1991年 の石 炭 火 力発電 所 か らの 排 出 は､ 総 量 に対

しS02は28%､ 煤 塵 で は 29%に達 す る (表 2･ト2)｡ 煤 塵 の排 出 量 は 1988年 以降減

少 し､ 石 炭 火 力発 電 所 で の電 気 集 塵 機 と､ 中 小 の煙源 で の排 ガ ス水 洗 設備 の普 及

によ るが､ 1992年 か らは 再 び増 加 傾 向 にあ り､ 新 設設備 が増 え た た め と思 わ れ る｡

石 炭 は比較 的低 品位 で 硫 黄 分 1%程 度 の もの が 多 いが (表 2･ト3)､ 西 南 部 の重

慶､ 成 都､ 貴 陽 な ど (図 2･1) で は硫 黄 の多 い もの が用 い られ る｡ S02の排 出量 は

東 北 部 (北京 ､ 青 島､ 太 原 な どの地 域 ) が 多 いが､ 北部 は土 壌 が アル カ リ性 で､

大気 中 の土 壌 粒 子 が 酸 を 中和 す る の で､ 雨 は酸 性 で はな く､ 西 南 部 で は土 壌 が 酸

性 で大 気 中の 土 壌粒 子 の 中和 能 力 が 低 いので 雨 が 酸性化 して い る｡

な お､ 中国 で は石 炭 燃 焼 によ るS02の排 出量 の 計算 は､ 石炭 の硫 黄 の 70-80%

程 度 が S02 に な る との 前 提 に立 って お り､ 表 に示 す SO2排 出量 も これ に よ って い

る｡ 塊 炭 を比 較 的低 温 で 燃 や す 場 合 は硫黄 の 10-20%程 度 が灰 に残 るが､ 微 粉炭 燃

焼 で は石炭 の 硫 黄 の95%以 上 が S02とな る こ とが 普通 な ので､ 実 際 の SO2排 出量 は､

表 2･1-1や 表 2･1-2の値 よ り15-25%程 度 多 い と思 わ れ る｡

表2･1-1中国全土における大気汚染物質の排出状況1)

1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年

排ガス総量(億m3) 69,67977,27582,38083,06585,380101,415104,787109,604113,630123,407

二酸化硫黄(万 t) 1,250 1,412 1,523 1,565 1,494 1,622 1,685 1,795 1,825 1,891

煤塵(万 t) 1,384 1,445 1,447 1,398 1,324 1,314 1,414 1,416 1,414 1,478
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表2･卜2石炭火力発電所 (6MW以上)の地区別大気汚染物質排出 (1991年)2)

地区 設備容量 石炭消費量 煤煙排出量 502排出量 NOX排出量
(MW) (千 t) (千 t) (千 t) (千 t)

東 北 15,024.80 53,932.9 723.4 391.8 487.8
華 東 16,090.25 45,851.8 571.8 828.2 432.9
西 南 5,608.00 19,526.0 369.9 673.1 177.6
華 中 10,661.00 34,249.6 486.2 405.1 312.6
華 北 17,662.80 51,089.9 596.3 820.7 478.5
西 北 5,192.00 19,390.6 464.7 487.5 176.3
山 東 7,755.00 20,052.8 236.7 542.6 201.3
福 建 1,380.00 4,045.7 42.0 57.3 37.2
広 東 3,103.00 8,183.1 77.4 140.9 82.0
広 西 913.00 4,917.0 68.2 225.4 44.6
海 南 350.00 442.5 1.9 8.9 4.1

表2･1-3石炭火力発電所の地区別消費炭性状 (1991年)2)
地区 発熱量 換算発熱量 平均灰分 平均硫黄分

(kJ/kg) (kcal/kg) (A) (%)
東 北 15,900 3,798 29.57 0.54
華 東 20,156 4,815 27.36 1.12
西 南 18,419 4,399 30.56 2.41
華 中 19,906 4,754 29.93 0.79
華 北 21,067 5,032 25.50 1.07
西 北 20,544 4,907 26.59 1.67
山 東 20,825 4,974 26.84 1.70
福 建 21,319 5,092 23.66 0.92
広 東 19,259 4,600 28.72 1.06
広 西 14,099 3,367 41.06 3.59
海 南 20,649 4,932 24.91 1.27
全 国 19,251 4,598 28.17 1.17

資料)能源部資料
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資 料 :中 国環 境 科 学 学 会 編 酸 雨 文 集 (1989年 ) (プ
図 2･1中 国 にお け る降 雨 の 平均 pHの 分 布 (1981-1985年 )2)

2 ･1･2人 気 汚 染 防 止 技 術 の概 況

排 煙 脱 硫 設 備 の建 設 は 近 年 開 始 され た｡ 最 初 の排 煙 脱 硫 設備 は 同和 鉱 業 に よ っ

て､ 1978年 に作 られ､ 同社 が 建 設 した精 錬 工 場 の排 ガ ス 52,000Nm5/h(SOL,2,800

ppm) を塩 基 性 硫 酸 アル ミニ ウ ム 石 膏 法 で処 理 して S02を 100ppmに減 らす もの で あ

るが､ この 設 備 の運 転 の 報 告 は な い｡ 1987年 に は､ 石 川 島播 磨 重 工 に よ って 南 京

と上 海 の石 油 火 力発 電 所 の 排 ガ ス を ア ンモ ニ ア 吸 収 法 で 処 理 して 硫 安 を作 る設 備

が 作 られ た ｡ ガ ス量 はそ れ ぞ れ 22,000hTm3 / h で､ SOL,を 1,200ppmか ら120ppmに

減 らす｡ 硫 安 は肥 料 と して 需 要 が あ り､ この 方 式 は 中 国 に適 す る と思 わ れ る｡ し
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か し この 設 備 は通 常 は運 転 され ず､ これ らの発 電所 で使 う重 油 の硫 黄 が減 っ て､

運 転 の必 要性 が 減 った た め といわ れ る｡

1990年代 に は､ 高 硫 黄 炭 を用 る重 慶 地 区 の新 設発 電 所 で､ 三 菱 重 工 によ る 湿 式

石灰 石 膏 法 の 設 備 が 2基 運 転 を開始 し､ 順 調 に稼働 して い る (表 2･ト4)｡ 石灰 石

膏 法 は 95%程 度 の高 い脱 硫 率 が得 られ､ 高硫 黄 炭 の燃 焼 ガ スの処 理 に適 す る が､

高価 で あ る上 に (表 2･ト5)､ 水 の消 費 量 も多 い｡ 中国で は水 の需 要 が急 速 に増 え､

水不 足 の地 域 が 増 えて い る｡ この た め､ 建 設 費 が安 く､ 水 の消 費 が 少 な い簡 易 型

の石灰 石 膏 法 設 備 や, 半 乾 式 (ス プ レー ドライ ヤー ) 設 備 (表 2･1-4､2･1-5) も

作 られ て い る (2 ･2項 お よび 2 ･3項 参 照 )｡ 表 2･1-5の炉 内 カル シウム ス プ レ

ー法 (タ ンベ ラ法 ) は､ 燃 焼 炉 内 に石 灰 石 の粉 末 を吹 き込 み､ 後 流 で水 をス プ レ

ー し､ ガ ス の 湿 度 を高 め て反 応 を促 進 す る方 法 で､ さ らに安価 で あ るが効 率 は低

いO 循 環 流 動 床 は､ 燃 焼 炉 内 に石灰 石 の粒 子 を吹 き込 み､ 流 動 状 態 で脱 硫 し､ 炉

表2･1-4石炭火力発電所の排煙脱硫設備 (三菱重工による)

石灰石石膏法 (湿式) 煙突組込型簡易法 半乾式法

設置場所 四川省 重慶 山東省 山東省 青島

発電所､工場ガス量rfm3/h 洛項 発電所1号機 2号機1,087,000 1,087,000 灘 坊化学工場100,000 黄島発電所300,000

入口SO2ppm 3500 3500 1500 2000

脱硫率 % 再 9う 70 70

脱硫剤 石灰石 石灰石 消石灰 生石灰 と石炭灰

引渡 し条件 FOB十S/V FOB+S/V CⅠF+S/V TurnKey

表2･1-5石炭火力発電所脱硫技術とその技術的経済的指標2) 1元 :0.19ドル換算

脱硫方式 適用範囲 脱硫効率(%) 建設コス ト* 運転コス ト(元/I.So∑)元/kw 元/t.SO2

回転ス70レートライト方式 中 .高硫黄炭主に新設ユニット及び一定条件下の老朽ユニットの改造の場合に用いる 80-90 300 3,100 300

炉内カルシユウムスフDレ法 中 .低硫黄炭 60-70 225 2,860 240
(LⅠFACエタンへ○ラ法) 老朽ユニットの改造の場合に用いる

湿式石灰石膏法 高硫黄炭新設ユニットに用いる 90-95 430 3,950 420

循環流動床 中 .高硫黄炭新設ユニットに用いる 80-90 344 3,350 1～川
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か らの排 出 物 を循環 して 脱 硫 奉 を高 め る もので､ 新 設す る発 電 所 に適 して い る

(2 ･5項 )｡

表 2･1-5の運 転 コス トは 設 備 投 資 の 金 利 や 償 却 を含 み､ ガ ス 中 のS02の 濃 度 が 同

じ (約 1,500ppm)場 合 の 比 較 で あ る｡ 湿 式石 灰 石 膏 法 が最 も高価 とな って い るが､

これ よ りも高 濃度 のS02 を含 む ガ ス の 処理 に は この方 法 が 有 利 にな る｡ 理 由 は脱

硫 率 が 高 い だ けで な く､ 石 灰 の反 応 率 が高 く､ 石 灰 石や 石灰 の 消 費 が ス プ レー ド

ライ ヤ ー 法 や 循環 流動 床 の 半 分 程 度､ タ ンベ ラ法 の 1/3程度 で 済 むか らで あ る｡

また､ 湿 式 石灰 石膏 法 の副 生物 の 石 膏 は現 在 の 中国で はセ メ ン ト用 以 外 は用 途

に乏 しいが､ わが 国や 欧 米 と同様 に石 膏 ボー ドな どの建材 に多 く使 わ れ る よ うに

な れ ば有 利 さが増 すo ス プ レー ドライ ヤー 法､ タ ンベ ラ法､ 流 動 床 な どで は副 産

物 の用 途 が 乏 しいので､ 長 期 間運 転 す る と廃 棄 物 の 問題 が大 き くな る で あ ろ う｡

中国 の 国家 環境保 護 局 のSO2排 出 抑 制 目標 に よ って､ 新 設 の 石 炭 火 力発 電 所 に

す べ て脱 硫 設 備 をつ け る と､ 2000年 に は設 置 す る発 電設 備 の合 計 は5,610-万KWで､

SO｡を年 間 260万 トン除 去 す る こ と に な り､ 脱 硫 設備 建 設 の総 投 資 額 は､ 179億

元 とな る｡ また､ 雨 の酸 性 の強 い四 川 省､ 員 州 省 な どや S02の排 出 の 多 い華 東､

華 北地 区で､ 1995年以 降 に運 転 開始 す るす べ て の 火 力発 電所 に脱 硫 設 備 をつ ける

と､ 2.000年 には年 間 118 万 トンの SOl,を除去 す る こ とにな り､ この た め に は2,4

00万KW相 当 の脱硫 設備 が 必 要 で､ この投 資 は 76億 元 とな る 2)｡

これ らの投 資 は 中国 の 一 般 物価 や 収 入 の レベ ル か ら考 え る と巨額 で あ って､ 実

施 には 困難 が 多 い｡ 脱 硫 の 費 用 は電 力 費 に加 え て 回収 す る こ とが 考 え られ るが､

経 済 発 展 の著 しい地 区 で は可 能 で あ っ て も､ 一 般 の地 区で は容 易 で な い｡ 経 済 的

な 問題 が解 決 で きて も､ 多 数 の設 備 を運 転 す る た め の吸収材 や 廃 棄 物 の輸 送 と処

理､ 運 転 技 術 の確 立 な ど に問題 が あ り､ 普 及 に はか な りの時 間 を要す るで あ ろ う｡

脱 硫 法 と して 中国 の実 情 に合 う方 法 の開発 が 求 め られ､ 電 子 線 照射 法 の実 証 プ

ラ ン トが 四 川 省 の成 都 の 発 電 所 の ガ ス 処 理 に建 設 され て いる (2 ･6項 )｡ この

方 法 はわ が 国 で 開発 され た技 術 で､ 比 較 的簡 単 な 乾 式法 でSOx を除 去 して肥 料 用

の 硫 酸 ア ンモ ニ ウム を回 収 し､ 必 要 が あれ ばNOx も同時 に除 去 で き る｡

SOx の低 減 は脱 硫 だ けで な く､ 効 率 向上 によ る燃 料 節 約 (第 3章 )､ 天 然 ガ ス

の 開発 利 用､ 石炭 の洗 浄 (洗 炭 ) に よ る硫 黄 分 の低 減 な どに も頼 る必 要 が あ る｡

洗 炭 は石炭 を粉砕 して水 洗 な どの方 法 で硫 黄 化 合 物 を除 くもの で､ 硫 化 鉄 や 石 膏
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は大 部 分 が 除 去 され るが､ 有 機 態 の 硫 黄 は除 きが た く､ 石 炭 の種 類 に よ って脱 硫

率 は20-40%程 度 で あ る｡ 中国 で は製 鉄用 コ ー クス の原 料 の石 炭 で は洗 炭 が行 わ

れ てお り､ 発 電 用 の 石炭 に も洗 炭 に適 す る も のが あるで あ ろ う｡

中国 の 家庭 で は熱 源 に石 炭 を用 い る と ころ が 多 く､ 北 部 の都 市 で は冬 期 の暖房

用 に多 量 に石 炭 を用 いて汚 染 が ひ ど くな りや す い｡ 練 炭 も使 用 され て い るが バ イ

オ コー ル (2 ･7項 ) の使 用 は汚 染 防止 に も有効 で あ ろ う｡

中国 で はNOx の環 境影 響 は まだ 少 な いが､ 硝 酸 製造 プ ラ ン トの排 ガ ス のNOx は

高濃度 で近 隣 に害 を及 ぼ してお り､ このガス につ いて脱硝 が 始 ま った (2 ･8項)0

一 部 の石 炭燃 焼 ガ ス につ いて も試 験 的 な脱 硝 設備 が作 られ 始 め た｡

2 ･2 石 灰 石膏 法脱 硫 プ ラ ン ト (重慶 洛項 発電 所 ) 2) 3 ' /1'

華 能 国 際電 力 開発 公 司 は重 慶 市 の洛項 に硫 黄 3.5-5%を含 む 石炭 を用 い る350

MW 2基 の発 電 所 を建 設 したO 発 電 設 備 は フ ラ ンス の G E C-AIsthomlが 担 当 し､

脱 硫 設 備 は 1987年 の 国 際入 札 の結 果､ 三菱 重 工 が 受注 した (表 2･1-4)｡ 華能 国 際

電 力 開発 公 司 は､ 李 鵬 首 相 の長 男 が 社 長 を勤 め､ 意欲 的 に活 動 して い る｡

この脱 硫 プ ラ ン トは 中国 で 最 初 の 石炭 火 力 用 の大型 脱 硫 設 備 で､ 石 灰 石粉 の ス

ラ リー で SO2 (3,500ppm程 度 ) の 95%以 上 を除 去 し､ 石 膏 を副 生 し､ 処 理 後 の ガ ス

は ガ ス ガ ス ヒー ター で再 加 熱 して 放 出す る (図 2･2)｡ 石 灰 石 の カ ル シ ウム利 用 率

は93%以 上､ 石 膏 の純 度 は､ 90%以 上 に保つ｡

三菱 重 工側 は先 方 との習慣 の違 いな どによ る誤 解 を避 け るた め､ 十 分 慎 重 に手

続 き を進 め､ 好 意 的 な態 度 で 信 頼 を得 る よ う に努 めた ｡ プ ラ ン トの設 計 には 中国

側 の技 師 が 日本 に常 駐 して参 加 し､ 建 設､ 運 転 な どの要 員 に対 して､ 日本 で トレ

ー ニ ング を行 った｡ 設備 の 半 分以 上 は 中国 内 で作 り､ 日本 側 の取 り分 は燃 料､ 食

品､ 繊 維 製 品 な どを カ ウ ンター パ ー チ ェス と して 購入 した｡ 建 設 に際 し､ 発 電 設

備 側 の 設 計変 更､ 石 炭 の質 の変 更 な どによ る 問題 が 生 じた が､ これ ら も解 決 し､

建 設 は順 調 に進 んだ 一㌦

発 電 設備 の完 成 は 予定 よ り 1年 余 り遅 れ た た め､ 排 煙 脱 硫 設 備 の運 転 開始 も遅

れ たが､ 運 転 開始 以 来順 調 に推移 して い る｡ 中国 最初 の 本 格 的 脱 硫 設 備 が 成 功 し

た と して 評 判 にな り､ 全 国 か らの見 学 者 が連 日押 し寄 せ て い る｡ 設備 の メ ンテ ナ

ンス は 中国側 が 行 い､ 予 備 の備 品 は 2年 分 が 納 入 され て い る｡
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プ ラ ン ト建 設 費 は 1988年 の 計 算 で 226元 /KWで､ 発 電 所 総 投 資 の 8.81% に 当た

り､ 建 設 場 所 の 準 備 費 や､ 工 事 補 助 費､ 運 転 準 備 費 な どを加 えて 240元 /KWで あ

り､ 1991年 9月 の段 階 (100ドル が 539元 に相 当) で の総 コス トは 324元 /KW(6

0ドル / KW)で あ る 2㌦ 脱 硫 に要 す る費 用 は､ 電 力会 社 で は電 力 料 金 を上 げて 回 収

す る が､ この 回 収 が 重 慶 な ど内 陸 部 で経 済 成 長 率 の高 くな い地 域 で は 容 易で は な

い と思 わ れ る ｡

副 産 の 石 膏 は 1基 当 た り年 間数 十 万 トン産 出 し､ そ の大 部 分 は 石 炭 灰 と と も に

廃 棄 され､ 一 部 は石 膏 ボ ー ドに利 用 す るO ボ ー ドへ の 利 用 を増 や す た め に､ 年 間

15万 トンの 半 水 石 膏 の 製 造 設 備 を 建 設 中で あ る 小 ｡ 中 国 で は 石膏 ボ ー ドは最 近 製

造 が 始 ま った 程 度 で､ 石 膏 の用 途 は 多 くな い が ､ 今 後 増 え る こ とが 期 待 で き る｡

石膏倉庫

図 2･2湿 式 石 灰 石 膏 法 (重 慶 洛 項 発 電 所)3-
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2 ･3 そ の他 の 石 灰 石 膏 法 プ ラ ン ト (グ リー ンエ イ ドプ ラ ン)

2･3･1 煙 突 組 込 型 3) 5'

この 設 備 は グ リー ンエ イ ドプ ラ ン の 一環 と して､ NEDOの 委 託 を受 け た 石 炭

利 用 総 合セ ン ター か ら三 菱 重 工 が 設 計 及 び 制 作 を受 注 し､ 山 東 省 湖 坊 化 学 工 場

に建 設 した もの で､ 1995年 か ら運 転 して い る (表2･1-4､ 図2･3-1)｡

煙 突 の下 部 に吸 収 塔 を 置 く簡 単 な 設備 で､ 吸 収 に は 消 石 灰 ス ラ リー を吸 収 塔 の

下 部 の ス プ レー ノズ ル か ら上 に向 か って 吹 き上 げて 用 い る｡ 燃 焼 ガ ス は ス プ レー

ノズ ル の 上 部 に導 入 され､ ス ラ リー と接 触 して 70%程 度脱 硫 す る｡ 吸 収 塔 下 部 の

ス ラ リー タ ン ク に は空 気 を 吹 き込 ん で 吸収 生成 物 を酸 化 して 石 膏 とす るo

この設 備 は簡 単 で 設 置 面 積 が 少 な く､ 建 設 費 も少 な く､ 既 存 の燃 焼 設 備 の 脱 硫

に好 都 合 で あ る｡ 処 理 後 の ガ ス の温 度 が 比 較 的 高 く (約 70℃ ) ､ 煙 突 は 吸 収 塔 の

上 に つ いて ガ ス排 出位 置 が 高 い の で､ ガ ス を再 加 熱 す る必 要 は な く､ コス トが 削

減 で き る｡ 中規 模 の燃 焼 設 備 用 と して 適 す るで あ ろ う｡

図2･3-1煙 突 組 込 型 簡 易 湿 式 石 灰 石 膏 法 (山 東 省 灘 坊化 学 工 場)3'
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2 ･3 ･2 水 平流 型 吸 収 法 b )

この設 備 は グ リー ンエ イ ドプ ラ ンの一 環 と して電 源 開発株 式 会 社 が 委 託 を受 け､

バ ブ コ ック 日立 が､ 山 西 省 太 原 の石炭 火 力発電 所 の 300MWのボイ ラー の ガ ス60万

NmLソhのSO280%を除去 す る た め に建 設 し､ 1995年 に試運転 を 開始 し､ 1996年 か ら

実 証試験 を開始 した｡ 設 備 の特 徴 は､ 吸 収塔 が 横 型 で､ ガス は通 常 の流 速 の 3-

4倍 の高速 で 流 す た め 吸 収 塔 の直径 が 小 さ くて 済 む点 にある (図 2･3-2)｡ また､

石 灰 石 の粒 度 は マイ ナ ス 100メ ッシュ (通 常 は 300メ ッシュ程 度 ) と し､ 粉 砕 設

備 の電 力消 費 量 の低減 を 図 って いる｡

ガス の SOコ濃 度 は計 画 で は2,000ppm､ 実 際 に は 1,400-1,500ppmで あ るC 運 転

中 に時 た ま石 灰 石 の反 応 性 が低 下す る こ とが あ るが､ 80%以 上 の脱 硫 率 は保 持 で

き て い る｡ 石 灰 石 の過 剰 率 は 10- 18%で 計 画 の 10%よ りや や 高 い｡ これ らの 現

象 は石灰 石 中 の不 純 物 の影 響 の可能 性 が あ り､ 検 討 が行 われ て い る｡

図 2･3-2実 証 試験 設 備 系統 図 (太 源 発 電所)6'

- 25-



2 ･4 ス プ レー ドライ ヤ ー 法 脱 硫 プ ラ ン ト (山東省 黄 島発 電 所 ) 5) 6 )

電 源 開発 株 式 会 社 は通産 省 の委 託 で､ グ リー ンエイ ドプ ラ ンの 一環 と して 中国

電 力工 業 部 と協 定 を結 び､ 山東 省 黄 島石 炭 火 力発 電所 の 4号機 (210MW) にガ ス の

一 部 300,000hTm3/hを処 理 して､ 70%脱 硫 す る半乾 式ス プ レー ドライ ヤ ー方 法 の設

備 (三 菱 重 工 によ る) を作 った (図 2･4､表 2･4-I)｡ この方 式 を選 ん だ理 由は湿

式 石 灰 石膏 法 に比 べ て水 の消 費 が 少 な く､ 排 水 処 理が不 要 で､ 設 備 が 簡 単 な こと

で あ るO

吸収 剤 は水 に生 石灰 とフ ライ ア ッ シュ を加 えて 養生 した ス ラ リー で､ ロー タ リ

ー ア トマ イ ザ ー に よ って数 十 〃 m以 下 の微 粒 子 に噴霧 され､ ガ ス の熱 と反 応 熱 で乾

燥 した 粉 末 (亜 硫 酸 石 灰､ 石 膏､ 水 酸 化 石 灰､ 煤 塵 の混 合物 ) とな り, 電気 集塵

機 で捕 集 され るo CaO/SOL,モ ル 比 1.5- 1.6で 70%程度 の 脱 硫 率 が 得 られ､ 副 生物

はか な りの未 反 応 の石灰 を含 ん で い る ので､ 循 環 して 吸 収 に使 わ れ た 後 に廃 棄 さ

れ る｡

この 装 置 は､ フル ター ンキ ー ベ ー ス の 引 き渡 し条件 で､ 今 後 中 国 で の普 及 を考

え､ 設 備 はで き る だ け 中国 製 品 を採 用 す る よ うに し､ 計 装 品 は 日本 製 と した｡ 現

地 工 事 はす べ て 地 元 の業者 が 行 った｡

丁芭丸ボイラ 空T1-7.舛苦言 LSしん書芸 三乗引in風也

取 合点 取合卓

十 ｢ 十号丁

フライアッシュ 灰姓i里美 置- l型 璽 !匿 璽 - 一 一 一 一一一一ll-

生石灰- 壷 買言 鍔 ,

吸 収 剤サ イロ ru気集 じん器ガス 蒸発反応1喜バ イパ ス

説t7L通風 1.7?A

水 ｢) i

子 Ⅰ 7 . 灰窒芸-D,MR斉}消聖." ,P.,J 副生品

図 2･4 ス プ レー ドライ ヤ ー 法 実 証 試 験 設備 6)
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表2･4-1主要設備仕様6)

ロータリ-アトマイサナ

(高速回転噴霧機)

吸収剤製造装置

電気集じん器

スフoレイ-ト'ライヤ:l基 (塔径8.6mX有効高さ23m)

がス導入方法 :スタロ-ル&一部汀イIIQス

回転数 :6,000-8,000rpm,噴霧量 :17.7m3/h

竪形高速電動機 :190kw,ディスク径 :400mm

生石灰及びフライアッシュ･反応副生品添加､熱水養生式

低温乾式､セクション数 :2,灰ホッ八〇:4

容量 :319,000Nm3/h

遠心型:1台､容量 :6,996m3/min

電動機 :600kw

設備 は1994年 9月 に完 成 し､ 引 き取 り試験 で 脱 硫 の 目標値 70%を達 成 した｡10

月か ら実 証試 験 運転 に取 りかか った が､ 当初 か らさま ざ まな トラブル に見 舞われ

た｡ 蒸発 反 応 塔 内壁面 へ のスケー ル の付着や､ ロー タ リー ア トマイザ ー のデ ィス

クの磨耗､ 脱硫 効 率 の低 下 な どで､ 原 因 と して は 中国側 か ら提 示 され た設 計条件

と実 際 の運 用 条件 の違 いが 関係 して いる (表 2･4-2)｡ 対 策 と して排 ガス導入方法

の変更､ デ ィス クの材 質 変更､ そ の 他 を行 い､ 定 格負荷 出力 の連 続 運 転 が 可能 に

な った｡

スプ レー ドライヤー 法 は石灰 石 膏 法 と比べて 前 述 の利点 が あ る反 面､ 脱 硫率が

低 い､ 吸 収剤 に石灰 石 よ りも高価 な 生石灰 を多 量 に用 いる､ 副 生物 を廃棄 す る必

要が あるな どの欠点が あ り､ 比較 的 少量でSO2濃 度が低 いガス の処 理 に用 い られ るo

表2･4-2運転条件の設計値 と実際値6)

口ガス条件 誼計値 実際値 乾燥影響の有無

処理ガス量 Nm3/h 300,000 300,000 標準状態では同量でも､ガス温度上昇分で実ガスは5-6%体積膨張o脱硫温度までの冷却に必要な工水噴霧量が増加o脱硫率一定 (70%)運転では､吸収材スラリーの噴霧量が減少○灰の親水性で噴霧スラリーを吸収､大粒径化の可能性o

ガス温度 ℃ 145 160-175

SO2濃度 ppm 2,000 1000-1500
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2 ･5 流 動 床 ボ イ ラー

2 ･5 ･ 1 原 理 と特 徴

流 動 床 燃 焼 (FBC) は 石 炭 を数mm程 度 に粉 砕 し､ 炉 の 下 部 か ら空 気 を 吹 き込

ん で 砂 や 採 石 と と もに流 動 床 で800-900ccで 燃 焼 させ る もの で､ 低 品 質 の 石 炭 で

も比 較 的 簡 単 に燃 焼 で き る利 点 が あ る｡

国 に も多 数 の 小 型 設備 が あ る｡

1970年 代 に入 って 炉 内 に石 灰 石 の 粗

粉 を 加 え る と脱 硫 で き る こ とが 分 か り

､ 低 温 燃 焼 の た め 窒 素 酸 化 物 の 生 成 が

比 較 的 少 な い こ と も分 か って､ 欧 米 諸

国 や 我 が 国 で も発 電 設 備 な どの比 較 的

大 型 設 備 に用 い られ る よ うに な った｡

石 炭 燃 焼 の 温 度 は通 常 の方 式 で は 塊

炭 で 1,000℃ 以 上､ 微 粉 炭 で は 1,400

℃ 以 上 で あ る｡ 燃 焼 を 低 温 で 行 うた め

以 前 か ら欧 米 や ソ連 の 一 部 で 使 わ れ､ 中

'_坐.:<11ニ

ィ.I.]夫
イT-)火ィJl'

空;'t

図2･5-1流 動 床 ボ イ ラー の 原 理 7'

に は燃 焼 に伝 熱 管 を入 れ 水 を通 して 水

蒸 気 を発 生 させ る (図 215-1)｡ NOxを さ らに減 らす に は二 段 燃 焼 を用 い､ 流

動 燃 焼 層 の空 気 を減 ら して 酸 素不 十 分 と し､ 上 部 に空 気 を補 充 して 完 全 燃 焼 を 図

る｡

燃 焼 条 件 お よ び 石灰 石 使 用 量 と燃 焼 ガ ス の SO2､ NOx 濃 度 の例 を図 2･5-2に示 す｡

石 灰 石 は 800℃ で 分解 し､ SO2お よ び 02と反 応 して CaSOl とな る｡ 800℃ 以 下 で

は 石 灰 石 が 分 解 Lが た く､ 脱 硫 率 は 低 く､ ま た 石炭 の燃 焼 も不 十 分 にな る｡ 温 度

が 高 過 ぎ る と脱 硫 率 は 下 が り､ NOx も増 え るo

流 動 床 燃 焼 の 欠 点 は 以 下 の とお りで あ る｡ ( 1 ) 通 常 の微 粉 炭 燃 焼 に 比 べ て 石

炭 の 燃 焼 効 率 が や や 低 い｡ (2)脱 硫 の 石 灰 石 の消 費 が 多 い｡ (3)燃 焼 ガ ス の

流 速 が 遅 く､ 炉 の 面積 が 大 き い｡ (4)伝 熱 管 の磨 耗 が 大 き い｡ (5)石 灰 灰 は

多 量 の未 反 応 石 灰 と若 干 の 硫 酸 カ ル シ ウ ム を含 み､ 用 途 が 乏 し く廃 棄 され る｡

(6)低 温 で 燃 焼 を助 け る た め流 動 燃 焼 助 剤 (採 石､ 砂､ 石 灰 石 な ど) を加 え て

これ らが 多 量 の 熱 を蓄 え る の で､ 炉 を長 時 間 停 止 させ て冷 や す と熱 の損 失 が 大 き

いO (7)温 室 効 果 ガ ス 一 酸 化 二 窒 素N20の 排 出 が 多 いO

- 28一



0

0

0

0

り(.U

､リ】

(uJdd)堪

撃

O .1 -1 6

燃 焼 ガ ス 中の02(%)
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(CaO/SOL,モル比3､ 石 灰 石 の な い場 合 SO2 800ppm)

中 国 で 以 前 か ら多数 使 用 され て い る 小 型 流 動 炉 の 内容 は 明 らか で な いが､ 旧 ソ

連 の 技 術 と言 わ れ､ 低 品 位 石 炭 を簡 単 に燃 焼 させ る 目的 で 使 わ れ､SOコや h-0Xの 低

減 は考 慮 せ ず､ 石 灰 石 は 使 用 して い な い と思 わ れ る｡ 最 近 は独 自の 技 術 を 開発 し

た (2 ･5 ･4)｡

2 ･5 ･2 循 環 流 動 床

上 記 の 欠点 の (1)､ (2)､ (3) を補 うた め に､ 近 年 は循 環 流 動 床 の使 用

が 増 え た (図 2･5-3)｡ 循 環 流 動 床 で は ガ スの 流 速 を 上 げ､ 燃 焼 炉 か ら排 出 され た

ガ ス をサ イ ク ロ ン を通 し､ 粗 粒 子 は 循 環 させ る｡ これ によ って 炉 の 底 面 積 は減 り､

燃 焼 効 率 を99%程 度 に まで 高 め る こ とが 可 能 で､CaO/SOL,モル比2で 80-90%の

脱 硫 率 を得 る こ とが で き る｡ 循 環 流 動 床 は構 造 が や や 複 雑 で､ 比 較 的 大 型 の 炉 に

使 用 され る ｡
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図 2･5-3 循 環 流 動 床 ボ イ ラー の例 7'

2 ･ 5 ･3 内 部 循 環 流 動 床

比 較 的 小 型 の 燃 焼 炉 用 に は､ 循 環 流 動 床 を簡 単 に し､ 前 述 の (4)の 欠 点 も 減

らす 方 法 と して ､ 内 部 循 環 流 動 床 ボ イ ラー が 荏 原 製 作 所 で 開 発 され た (図 2･5-4)O

中 央 の 主 燃 料 室 と周 辺 の 熱 回 収 室 と を 傾 斜 仕 切 壁 で 区 分 し､ 主 燃 料 室 で は 旋 回 流

A を､ 主 燃 料 室 と熱 回 収 室 の 間 に 循 環 流 Bを 形 成 させ ､ 未 反 応 の 石 灰 石 や 未 燃 カ

ー ボ ン は サ イ ク ロで 捕 集 して 炉 に 戻 す (循 環 流 C)｡ これ に よ り､ コ ンパ ク トな

炉 で 効 率 的 に 燃 焼 と脱 硫 が で き る｡

こ の 炉 は わ が 国 で は 主 に 都 市 ゴ ミ焼 却 炉 に 用 い られ て い る｡ 石 炭 燃 焼 用 に は グ

リー ン エ イ ドプ ラ ン に よ っ て 中 国 北 京 と フ ィ リ ピ ンの カ ラ カ 発 電 所 に 建 設 され た｡

北 京 に 建 設 さ れ た もの は 10 t/hの ボ イ ラ ー で､ 1995年 9月 に運 転 が 開 始 され ､ 以

後 順 調 に運 転 さ れ て い る｡
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図 2･5-4内部 循 環 流 動 床 ボイ ラー概 念 図 占)

A : 主 燃 焼 室 の 内 部 循 環 流

B : 熱 回 収 室 循 環 流

C : チ ャー 循 環 (外 部 循 環 )

2 ･5 ･4 過 流 動 層 (V F S C ) ())

この 方 法 は 中 国 で 開 発 され た もの で (図 3･5-5)､ 炉 の下 部 か ら流 動 用 の 空 気 を

送 り､ 二 次 空 気 は 上部 の 数 段 の ノズ ル か ら旋 回 流 を作 る よ うに 導 入 され､ 粗 大 粒

子 は炉 の壁 面 を転 が っ て 落 下 し､ 微 粒 子 は 炉 の 上 部 を浮 遊す る｡ これ に よ って 燃

焼 効 率 や 脱 硫 効 率 を高 め る こ とが で き る｡ また 二 段燃 焼 効 果 で NOxを減 らす こ と も

で き る｡ 1991年 に6000kWの実 用 設 備 が つ く られ た｡

(a)

図 2･5-5過 流 動 層 石 炭 燃 焼 シ ステ ム概 念 図 9'
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2 ･5 ･5 評 価

わ が 国 で は大 型 燃 焼 装 置 で は排 ガ ス 中のNOx､SOコと もに 100ppm程 度 以 下 が 望 ま

れ る ので､ 石 炭 の流 動 燃 焼 は あ ま り多 く使 用 されず､ 微粉 炭 燃 焼 で燃 焼 改 善､ 低

NOx バ ー ナ ー､ ア ンモ ニ ア触 媒法 脱 硝 と湿 式 排 煙脱硫 を組 み 合 わ せ て使 う ことが

多 い｡ 発 展 途 上 国 で は一 般 に排 出 濃 度 はSO2 ､NOx とも400ppm程 度 で 十 分 な ので､

流 動 床燃 焼 が 比較 的 低 コス トで実 施 で きて好 都 合 と思 われ る｡

循 環 式 流 動 床 は流 動 床 の欠 点 の 多 くを補 うが､ 残 され た 主 要 な 問題 点 は､ 副 生

物 が 多 量 で用 途 が 乏 しい こ とで発 展 途 上 国 で も多数 の設備 を長 期 間運 転 す る と処

理 に困 る と思 わ れ､ 建 材､ 道 路材 料 な どへ の用 途 開発 が望 まれ る｡ 一 酸 化 二 窒 素

N20 の生 成 が 多 い こ とは発 展 途 上 国 で は 問題 に され な いが ､ N20は温 室 効 果 がC02

の 100 倍 で 寿 命 も長 い｡ 通 常 の微 粉 炭 燃 焼 で は排 ガス 中の濃 度 は lppm以 下 で あ る

が､ 900 ℃ 以 下 の燃 焼 で は発 生が 多 く､ 流 動 床 燃焼 で は50ppm に達 す る｡ さ らに

流 動 床 燃 焼 で は石 灰 石 を多 量 に使 用 して これ か ら排 出 され るC02も多 いQ 従 って 各

国 に普 及 す る と温 暖 化 へ の影 響 が 顕 著 にな る恐 れ が あ る｡ 目下N20 の発 生 を抑 制

す る燃 焼 技 術 が研 究 され て い る｡

2 ･6電 子 線 照 射 法 (中 国 E BA プ ロ ジ ェ ク ト)

この方 法 は排 ガ ス に ア ンモ ニ ア を加 え､ 電 子 線 を照射 して SOx とNOx を硫 酸 ア

ンモ ニ ウ ム と硝 酸 ア ンモ ニ ウム の 微 細 な 粒 子 と して捕集 す る もの で､ 荏 原 製 作所

と 日本原 子 力研 究 所 によ って 開発 され､ 現 在 中 国 EBAプ ロ ジ ェ ク トと して､ 四

川 省 成 都 で 石 炭 火 力発 電 所 の排 ガ ス 300,000Nm3/hを処 理 す る 設 備 が 建 設 中で あ る

(図 2･6)｡

燃 焼 ガ ス (SO2 1,800ppm) に水 を ス プ レー して65- 70℃ に冷 却 し､ ア ンモ ニ ア

を加 え､ 電 子 ビー ム発 生 機 (800,000V,30mA 2台) によ って 電 子 線 を照 射 し､

S02の80%とNOx の 10% 程 度 を硫 酸 ア ンモ ニ ウム と硝 酸 ア ンモ ニ ウム の微 細 結 晶 と

して捕 集 し､ 肥 料 と して 用 い る｡ 電 子 線 の照 射 量 を増や せ ば､ sOx の 90% とNOx

の 80% 程 度 を除去 す る こ とが で き る｡

この方 法 は簡 単 な 乾 式 法 で SOx ､NOx を 同時 に除去 で き て 排 水 処 理 が 不 要 の利

点 もあ り､ わ が 国や 米 国､ ドイ ツ な どで 試 験 され たが､ 実 用 に は至 らな か った｡
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図 2･6 中 国 E BAプ ロ ジ ェ ク トの フ ロー シー ト 10'

主 な 理 由 は副 生 す る硫 酸 ア ンモ ニ ウ ム が､ 先 進 諸 国 で は 過 剰 で 処 理 に 困 る こ とで､

肥 料 と して 需 要 の 多 い地 域 で の 脱 硫 に は好 適 と思 わ れ る｡ 副 生 物 に は 多 少 の フ ラ

イ ア ッ シ ュが 含 まれ､ この た め 少 量 の 重 金 属 が 存 在 す る が､ 多 種 類 の 重 金 属 が 少

量 は 植 物 の 育 成 に 必 要 で､ フ ラ イ ア ッ シ ュ は 特 殊 肥 料 な い し成 分 調 整 剤 と して 使

用 す る 場 合 も あ る の で､ 多 少 の フ ライ ア ッ シ ュ の 存 在 は 肥 料 と して 有 害 で は な く､

土 壌 の 種 類 に よ っ て は 有 効 な 作 用 も期 待 され る｡ このEBAプ ロ ジ ェ ク トの 推 進 力 は

成 都 科 学 技 術 大 学 (現 在 の 四 川 大 学 ) で､ 中 国 の 肥 料 研 究 の 中心 的 機 関 で あ る｡

電 子 線 照 射 法 の コ ス トは､ 90% 脱 硫 と80% 脱 硝 を行 う場 合 に は 湿 式 石 灰 法 と脱

硝 と の 組 み 合 わ せ よ り も安 価 と いわ れ る｡ 中 国 の 場 合 は 80% 脱 硫 が 求 め られ ､ 脱

硝 は 必 要 で は な く､ 電 子 線 照 射 量 は 少 な くて す む｡ こ の 場 合 の コ ス トは 中 国 で の

実 証 実 験 に よ っ て 明 らか にな る で あ ろ う｡

2 ･7 バ イ オ ブ リケ ッ ト (バ イ オ コー ル ) ll'

バ イ オ ブ リケ ッ トは 北 海 道 工 業 試 験 場 て 開 発 さ れ､ 中 国､ タ イ､ イ ン ドネ シ ア､

パ キ ス タ ンそ の 他 多 くの 国 で 利 用 され て い る｡ 図 2･了に 示 す よ う に､ 石 炭 の 2mm 以

下 の 粉 末 70- 85に木 質 廃 材 や 農 業 廃 棄 物 (ワ ラ そ の 他 ) の 植 物 質 繊 維 質 を 15-

30を 配 合 し､ ロー ル 型 プ レス で 連 続 的 に圧 縮 成 型 し､ 体 積 6- 20m且程 度 の ブ リケ

ツ トにす る｡ 通 常 の 豆 炭 や 練 炭 の製 造 に は デ ン プ ン､ ピ ッチ な どの バ イ ン ダ ー を

用 い る が､ 3- 5kg/cm2の圧 力 を用 い る と植 物 繊 維 が バ イ ン ダ ー とな り､ 他 に添
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図 2･70utlineofBiobriquetteproduction ‖owsheet

加 物 は要 らな い｡ 植 物 繊 維 は造 粒 を助 け る だ けで な く､ 着 火性 を 良 く し､ 石 炭 の

完 全 燃 焼 を助 け､ 未燃 分 や 煤 煙 を減 らす｡ 硫 黄 の多 い石 炭 の場 合 は､ 原料 に消 石

灰 を加 え る とSOx の発 生 を減 らす こ と もで き る｡

表 2･7はわ が 国 の太 平 洋炭､ オー ス トラ リア炭 及び ロ シア炭 につ いて､ これ らを

用 いて 製 造 した バ イ オ ブ リケ ッ トと､ 原 料 の 石 炭 (塊 炭 ) だ け を燃 焼 させ た 場 合

の 発 生 量 の 比 較 で､ ダ ス トの発 生 量 が大 幅 に減 って い る｡ 硫 黄 酸 化 物 の排 出 量 は､

植 物 繊 維 の添 加 で 硫 黄 濃 度 が減 る分 が減 り､ 石 炭 によ って は さ らに灰 の石灰 分 に

あ る程 度 吸収 され るO ブ リケ ッ ト製 造 の 際 に消 石 灰 を添 加 す れ ば さ らに減 少 す る｡

表 の オー ス トラ リア炭 の場 合 には著 し く減 少 して お り､ これ は燃 焼 温 度 が 900cc

程 度 以 下 で､ 添 加 した 石灰 がSOxを 良 く吸 収 す るため と思 わ れ る｡ このSOx吸 収

率 は燃 焼 温 度､ 燃 焼 条 件､ 石 炭 の 中 の硫 黄 の 形 態 な どで変 わ る｡ 通 常 は消 石 灰 を

- 34一



石 炭 中 の硫 黄 とモル 比 1.5程 度 に用 いれ ば､ 石 炭 中 の硫 黄 の 半分 程 度 が 除 去 され､

燃 焼 ガ ス 中 の SOxの濃 度 は 石 炭 単 独 の 場合 の25-35%程 度 にな る｡

バ イ オ ブ リケ ッ トは､ 中 国 の家 庭 や 中小 の工 場 設 備 の熱源 と して特 に適 す る と

思 わ れ､ 山東 省 にモ デル プ ラ ン トが 作 られ て い る｡

表2･7Table1EnvironmentalemissionsfromBiobriquetteandcoalll)
dust sulfur+I(d.b.) nitrogenoxides+2

(g/kgfuel) (g/kgfuel) (ppm/Nm3,6%0

Talheiyo Biobriquette 0.15 0.3 166
its raw bituminous 2.61 0.5 227
coal(lumpy size)

Austral Biobriquette* 0.09 1.8 175

its raw brown coa1 2.34 10.3 245

Russian Biobriquette 0.08 2,5 168
its raw brown coa1 2.43 3.2 233
(lumpy size)

*l Sulfur emissions was caluculated from th e sulfur content ln COmbustion res i du e

and a total sulfur content in thetest fuel

*2 Emitted volume at medium combustion load by using a coal stov e with storag e

*3 Mixing ratio of rawmaterials :coa171.25wt%,wood dust 2 3.75 wt%,Slaked lime 5.0

2 ･8 排 煙 脱 硝 7)

中国で はNOx低 減 は まだ 重 視 され て いな いが､ 一 部 で は排 煙 脱 硝 が行 わ れ て い

るO 最 初 の脱 硝 設 備 と して､ 1980年 に硝酸 工場 の排 ガ ス 122,000Nm<3/h (NOx

3,000-3,500ppm)を ア ンモ ニ ア触 媒 法 で脱 硝 す る設備 を 自力 で 作 った｡ この硝

酸 工 場 は盆 地 にあ って､ 濃 厚 なNOx の 高褐 色 の排 煙 が 腐 食 な どの悪 影 響 を及 ぼ し

て いた｡

反応 器 は 2基 並 列 で (図 2･8)､そ れ ぞ れ 7m3の触 媒 が 充填 され､ SV(空 間速 度 (那)

は4,350/hで あ る｡ 触 媒 は アル ミナ を担体 と して 銅 とク ロム を含 浸 させ た ペ レ ッ

ト状 の もので､ 四 川省 の 成 都 科 学 技 術 大学 が 開発 した もので あ る｡ 排 ガ ス は 50℃

で､ 天 然 ガ ス の燃 焼 熱 で 250-300ccに加熱 しア ンモ ニ ア をNOx lモ ル に対 して 1.

1- 1.4モル加 え､ 反応 器 に入 れ る｡ NOxは 300-800ppm に下 が り､ 脱 硝 率 は 76-

94% ､平均 90%で あ る｡ 排 ガ ス は ボ イ ラー を通 して 熱 回収 し､ 180℃ で放 出す る｡

運 転 は順 調 で あ る｡

脱 硝 の費用 を表 2･8に示 す｡ ア ンモ ニ アの消 費 が 多 いので､ 費 用 の半 分 は ア ンモ

ニ ア によ る｡ つ ぎ に多 い の は加 熱 用 の燃 料 と電 力 で あ る｡ 設備 投 資 は 395万元
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(当時 の 1元 は 約 35円で 約 1.5億 円 に 当 た る ) で､ 年 間 の 償 却 は そ の 3.2%で 比 較

的 少な い O 燃 料 の 天 然 ガ ス は 1.1円/m3 ､ ア ンモ ニ ア は 12,600円/t､ 電 力 は 2.3

冒/kwh､ 触 媒 は 43万 円/tで､ いず れ も 日本 で の 1/5な い し 1/7程 度 で あ る｡

図 2･8 硝 酸 工 場 の 排 ガ ス 脱 硝 シ ス テ ム 7)

表2･8硝酸プラント排ガス脱硝費用 (中国)7)
単価 年間消費 (設計) 年間消費 (実績)

消費量 万元 不 消費量 万元 不
燃料ガス 0.032元/m3 2860万m3 91.52010万m3 64.3
アンモニア 360元/I 3263t 117.54428t 159.4
電力 0.063元/kwh819万kwh 51.6715万kwh 45.1
触媒 ** 1.23万元/t ll.6t 14.3ll.6t 14.3
蒸気用水 1.00元/I 6.02万t 6.35.2万t 5.2
回収蒸気 4.50元/t 395×0.032 -27.I4.3万t -19.3
設備の償却 投資の3.2% 395×0.015 12.6426×0.032 13.6

保守費職員給料 投資の1.5% 5.91.4426×0.015 6.41.4

* 1元は約35円 **触媒寿命は2年

ア ンモ ニ ア の 消 費 は 多 い が､ 触 媒 の 改 良 で 減 らす こ とが で き る で あ ろ う｡ ま た

長 期 的 に は 硝 酸 プ ラ ン ト自体 を加 圧 吸 収 式 に 改 め て 排 ガ ス のNOx 濃 度 を 1,000ppm

以 下 に す る こ とが 望 ま し い で あ ろ う｡ しか しな が ら､ これ だ け の 設 備 を 1980年 に

中 国 独 自で 作 っ て 順 調 に稼 働 して い る こ と は 立 派 で､ 今 後 中 国 の技 術 が 着 実 に進

展 して 行 く こ と を示 す と い え よ う｡
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なお､ 宇 部 興 産 は 中 国 の 化 学 工場 に新 設 され た 石 炭 ボ イ ラー の 排 ガ ス40万Nm3/

h の脱 硝 設 備 を 1988年 に作 った｡ この ボ イ ラー は三 菱 重 工 製 で､ 燃 焼 改 善 でNOx

を 350ppmと し､ これ をハ ニ カ ム 型 の触 媒 とア ンモ ニ ア で 200ppmに下 げ る｡ 宇 部 興

産 は 1989年 に は 中国 石 油 化 学 公 司 の 硝 酸 プ ラ ン トの排 ガ ス20万 Nm3/h (NOx1.50

oppm)の 脱 硝 設 備 を作 った｡ 触 媒 は粒 状､SVは 3,500/hで､NOxを50ppm に下 げ

る｡

(注 ) 1h当 た りの通 過 ガ ス 室 と触 媒 量 との 比 率
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3 火 力発 電 所 の効 率 向 上 (概 況 と事 例 )

3 ･1 概 説

3 ･1 ･1 各 国 の発 電 効 率 の 動 向

火 力発 電 は 各 国 と もエ ネル ギ ー 消 費 の 最 大 の 部 門 で､ 多 くの 発 展 途 上 国 で も火

力発 電 の エ ネ ル ギ ー は化 石 燃 料 消 費 量 の 20-30% に達 し､ 生 活 レベ ル の 向 上 と と

もに この 比 率 は 高 ま り､ 消 費 の絶 対 量 は著 し く増 加 して い る｡ しか しな が ら発 展

途 上 国 で は一 般 に発 電 効 率 が 低 く､ 発 電 量 あ た りの燃 料 消 費 が わ が 国 の場 合 の 1.

3- 1.8倍 にな っ て お り､ 効 率 向 上 が 重 要 な 課 題 とな って い る｡

中 国 の 年 間 の 石 炭 使 用 量､ 1993年 には約 10億 トン (石 油換 算 5.6億 トン) で､

そ の 3割 近 くは発 電 に用 い られ る｡ 発 電 量 は急 速 に増 え て お り､ 2000年 に は総 発

電 量 約 1兆 5,000億 KWhの うち 8割 は 火 力 に頼 り､ 火 力 の大 部 分 は石 炭 を用 い る予

定 で､ 石 炭 消 費 の大 幅 な 増 加 が 見 込 まれ る｡ 中 国 で は発 電 の 熱 効 率 向 上 に努 力 し､

電 力 1KWh あ た りの石 炭 消 費 量 (送 電 端 ) は 1960年 に600g､ 1990年 に は427gで

(表 3･ト 1)､ 2000年 に は 365gに まで 減 らす 計 画 で あ る｡ 石 炭 の発 熱 量 6,500Kcal

/kgとす れ ば､ 熱効 率 1960年 に送 電 端 で 22.0%(発 電 端 は 23.9%)､ 1990年 に はそ れ

ぞ れ 31.0%(33.8%) とな るD 発 電 端 と送 電 端 と の 差 は､ 発 電 所 内 で の 発 電 の た め

の電 力 消 費 に よ る｡

表3.卜1出力 6 0 0 0 kw の 火 力 発 電 所 に お け る 平均 石 炭 消 費 率 の 変 遷 1)

発電端石炭消費率 (g/kwh) 送電端石炭消費率 (g/kwh)

1960年 553 600

1970年 463 502

1980年 413 448

1985年 3昭 431

1990年 392 427

資料)水利電力信息研究所資料 (1993年9月)

中 国 の 計 画 が 達 成 で きれ ば､ 単 位 発 電 量 あ た りの石 炭 消 費 量 は 2000年 に は 1960

年 の 60% とな り､ 経 済 効 果 が 大 き い だ け で な く､ 燃 焼 に伴 うCO2､SOL,､NOx ､

煤 塵 な ど の排 出 が 石 炭 の 消 費 量 に応 じて 減 少 す る｡ さ らに燃 焼 の 制 御 に よ って､

煤 塵 ､ NOx な どの排 出 を一 層 減 らす こ とが 可 能 で (3 ･1 ･2項 )､ 環 境 保 全 へ
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の効 果 も大 き い｡

IEA の調 査 に よる ア ジ ア諸 国 の 火 力発 電 効 率 (各 国 の 全 火 力発 電 所 の効 率 の

年 間 平 均 ) を 図3･111に示 すO わ が 国 の 1987年 の効 率 は 一般 に は38% とされ て いる

が､ 図 で は45% に近 い｡ これ は効 率 の表 示 が 一 般 には､ 燃 料 の総 発 熱 量 に基 づ い

て 計 算 され て 送 電 端 で 示 され るが､ 図 の場 合 は燃 料 の真 発 熱 量 に基 づ いて 計算 さ

れ て 発 電 端 で 示 され る た め と思 わ れ る｡ 後 者 で は前者 よ りも相 対 値 で 15-20%程

度 高 い値 にな るQ

多 くの 国 で は 1975年 に比 べ て 1987年 の効 率 が 高 くな って い るが､ これ に は新 し

い高効 率 設 備 の運 転 開始 が 大 き く関 係 して い る､ フィ リピ ンな どで は 1987年 の方

が 低 いが､ 新 規 設 備 が 少 な い こと と､ 既 存 設 備 の老朽 化､ 故 障 の続 発 な どによ る｡

図3･ト 2に は電 力 の ロス 率 (発 電 所 内 の電 力 消 費 と､ 送電 中の損 失 ) を 示す｡

多 くの 国 で は ロス は 1975年 に比べ て 1987年 には 減 って い るが､ 増 えて い る国 もあ

る｡ わ が 国 で はや や損 失 が 増 えて お り､ この間 に多数 の排 煙 脱 硫 設 備 の運 転 (発

電 量 の 2-3%を消 費す る) が 始 ま った こ とによ る｡ フ ィ リ ピ ンで は ロス が 大 き く

増 え て お り､ 新 鋭 設備 の建 設 が 少 な く､ 既 存 設 備 の性 能 低 下 や､ 故 障 の続 発 な ど

が 多 か っ た た め で ある｡ ロス が 20% を超 えて い る国で は送 電 中 の ロス が 大 き く､

中 には 盗 電 に よ る ロス も あ る｡

1990年 の ア ジア諸 国 の火 力発 電 設 備 の燃 料別 の効 率 (真 発 熱 量 発 電 端 ベー ス)

を 図3･卜3に示 す｡ 香 港 の効 率 は 図 3･1-1の場 合 よ り大 き く向 上 して40%を超 えてお

り､ 中 国 (天 然 ガ ス)､ フィ リピ ン (石 油 )､ ベ トナ ム (天 然 ガ ス) で も効 率40

%以 上 が 示 され て い る｡ これ らは新 鋭 の大 型発 電 所 の稼 働 開 始 の た め と思 わ れ る｡

3 ･1 ･2 効 率 向 上 と汚 染物 排 出 の抑 制

発 展 途 上 国 の発 電所 は 先進 工業 国 の技 術 や 装 置 を用 いて 建 設 す る こ とが 一般 で､

発 電 の運 転 の 初期 には順 調 で 熱効 率 も高 いが､ 効 率 は速 や か に低 下 して 故 障 が 増

え る こ とが 多 い｡ これ は運 転 が適 切 で な く､ 設 備 の異 状 が 起 き始 め て も速 や か に

察 知 して対 策 を とる こ とが で きな いた め で, 故 障停止 が しば しば起 き るO 中国 の

場 合 は､ 発 電 所 の多 くは 自力 で作 られ､ 効 率 の 向上 につ いて も多 くの努 力が な さ

れ､ 運 転 は比 較 的順 調 で あ るが､ な お か な りの 問題 が 生 じて い る (3 ･2項 )0

多 くの 国 で 効 率 低下 の最 大 の要 因 は熱 伝 導 の 低 下 で､ そ の 主 因 はボ イ ラー 用 水

ー 40-



正味の発熱量ベース(%)

. ..:.:

l

了Nヾ■.一一I..■▼･.-l

木
､
パ
ー
ル

フ
ル
.ネ
イ

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

ベ
ト
ナ
ム

ス
り
ノ
ラ
ン
カ

パ
キ
ス
タ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

イ
ン
ド

フ
ィ
リ
ピ
ン

ミ
ャ
ン
マ
ー

I.--

--

-日ヽ

.__

マ
レ
ー
シ
ア

､
~

<
J

.1.
-

1

1/=

=･L.;

ク

イ

ン
ン

カ

ポー

ル

日

本

図3･1-1 ア ジ ア 各 国 にお け る発 電効 率 の変 化 2'

■

‡ i 茎l
....l

ハ
ン
ク
ラ
デ
シ
ユ

･
TT

パ

ー

ル

-
ヤ
ン
7
-

パ
キ
ス
タ

ン

イ

ン
ト

へ
-
ナ
ム

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

ス
‖
ノ
ラ
ン
カ

マ
レ
ー
シ
ア

ニ

=
T:･:

相

同

タ

イ

_

1..

､-q

～
;JH

化
し

シ
ン

ガ

､ポ

ー
ル

日

本

図 3･1-2 ア ジ ア 各 国 にお け る発 電 部 門 の 総 合 ロ ス 率 の 変 化 2'

ー 41-

0

5

3

2



図3･1-3ア ジ ア 各 国 にお け る発 電 の 熱 効 率 (1990) -

･｡:f--;:T二二㌦ 1一言 -:II=:i---i-I-> --: ∴ ‥∴ :

Y
T
l.シ

rv
t

､

/
?

Tv
t鵜

{:I

闇 石炭 凶 石油 闇 ガス

--=':.:--- -:,~二 -: -I;--.･.; ::



や ター ビ ンの 冷 却 水 が 精 製 不 足 で 不 純 物 が 多 い た め に､ 蒸 発管 の 内 面 や 冷 却 管 の

内 外 面 に沈 殿 物 が 堆 積 し固 化 した も の (ス ケー ル ) が 生 成 す る こ とで あ るO 対 策

と して は水 の 精 製 を十 分 に行 う こ とや､ 設備 の 定 期 修 理 の際 に十 分 に洗 浄 して堆

積 物 を除 く必 要 が あ る｡

蒸 発 管 や 熱 交換 機 の エ レメ ン トの 表 面 には燃 焼 ガ ス 中 の煤 塵 が 付 着 す る こ と も

大 き な 問 題 で､ 熱 伝 導 を 妨 げ る だ け で な く､ 腐 食 に よ る洩 れ や 破 損 を起 こす こ と

も多 い｡ この 防止 に は､ 正 しい温 度 制 御､ ス ー ツ プ ロ ウ (吹 き飛 ば し) な どが 必

要 で､ 洩 れ や 破 損 は運 転 性 能 の変 化 か ら速 や か に検 知 して修 理 す る 必 要 が あ る｡

発 電 を順 調 に行 うに は そ の 他 に も多 くの技 術 と注 意 が 必 要 で あ る｡

性 能 の低 下 した発 電 所 で は､ 大 規 模 に修 理 して 機 能 を 回復 させ る リ ノベ ー シ ョ

ンが 先 進 国 の 技 術 で 行 わ れ る こ とが あ るが､ 修 理 直 後 は効 率 よ く運 転 で き て も､

運 転 が 適 切 で な くて 短 期 間 に再 び 劣 化 し､ 初期 の 成 果 を収 め る こ とが で き な い例

も多 い (3･3)｡ 一 部 の 発 展 途 上 国 で は､ 発 電 所 の 建 設 だ けで な く運 転 も先 進

国 に委 託 した 方 が 良 い と の 論 議 も出 て い る｡

燃 焼 の 際 の 空 気 量 の 制 御 も効 率 に影 響 す る と と も に､ 汚 染 物 排 出 に も影 響 す る｡

空 気 が 不 足 す る と不 完 全 燃 焼 で 黒 煙 を発 生す る の で､ 空 気 量 は理 論 宗 よ りや や 多

く必 要 とす る｡ 過 剰 空 気 が 多 い と余 分 な空 気 を加 熱 す る こ と にな る うえ に､ 燃 焼

ガ ス の量 が 増 えて 熱 回 収 装 置 の性 能 が Fが り､ 熱 効 率 が 低 下 す る｡ 空 気 は理 論 壷

の 1,1倍 以 下､ 燃 焼 ガ ス 中 の 酸 素 は 1%以 下 とす る こ とが 望 ま しいが ､ 発 電 設 備 の

燃 焼 炉 で は多 数 のバ ー ナ ー か ら燃 料 と空 気 を吹 き込 む うえ に､ バ ー ナ ー の周 辺 か

ら二 次 空 気 を 吹 き込 ん で 完 全 燃 焼 させ る ので､ 空 気 を抑 制 し過 ぎ る と局 部 的 な 不

均 一 に よ る不 完 全燃 焼 が 起 きや す い｡

この た め に 多 くの 国 で は 空 気 量 は 1.3倍 程 度 用 い､ 燃 焼 ガ ス 中 の 酸 素 を4-5%

とす る こ とが 標 準 と され て い る (表 3･1-2)｡ 発 展 途 上 国 で は 空 気 量 の測 定 が 十 分

で な く､ 燃 焼 ガ ス の 酸 素 量 は測 らな い こ とが 多 く､ 不 完 全 燃 焼 の 黒 煙 を避 け る た

め に空 気 を大 過 剰 に用 い る こ とが 一 般 で､ 熱 効 率 が 下 が り､ 燃 料 消 費 が 増 加 し､

SOL,､NOx､COL,な どの排 出 が 増 え て い る と ころ が 多 いO

燃 焼 ガ ス の 酸 素 が 多 い とNOx の 生 成 が増 え る｡ 発 展 途 上 国 で は燃 焼 排 ガ ス の酸

素 が 過 剰 で､ NOx 濃 度 は 重 油 で 500ppm､石 炭 で 1,000ppm程 度 の こ とが 多 い｡ NOx

の 低 減 に は空 気 量 の 制 御 が 基 本 で､ 表 3･1-2に示 す 普通 レベ ル に抑 制 して hTOx を3

- 43-



表3･1-2火力発電の効率と汚染物の排出量 (燃料のS 2%)

燃料 発電設備 排ガス 0, 発電効率% 排出量(g/kwh)状況 % SO? No又 CO?

重油 低効率 過剰 7.0 30 10.6 3.6 847
普通 4.5 31 10.2 2.4 820
改善 2.0 32 9.9 1.2 794

高効率 過剰 6.0 37 8.6 2.9 687普通 4.0 38 8.4 LS 670
改善 2.0 39 8.2 0.8 653

石炭 低効率 過剰 7.0 30 17.3 7.2 1,066
普通 5.0 31 16.7 4.2 1,031
改善 3.0 32 16.2 2.6 999

高効率 過剰 6.0 37 14.0 5.4 864普通 4.0 38 13.6 3.4 841
改善 2.5 39 13.3 2.0 819

0-40%程 度 下 げ る こ とは可 能 で あ る｡NOx低減 には他 に も二 段 燃 焼､ 排 ガス循 環

な どの 多 くの燃 焼 改 善 法 が あ り､ これ らの方 法 で表 の改 善 レベル ある い はそ れ よ

り以 下 に も減 らす ことが で き る｡ 発 展 途 上 国 で はNOxの環 境 濃 度 は一 般 に高 くな

く､.TJOx排 出 は表 に示 す 普 通 レベル で 良 い こ とが多 い｡ 将 来10x規 制 が 強 ま って

も､ 多 くの場 合 は 表 の改 善 レベル で 良 く､ 排 煙 脱硝 を必 要 とす るの は特 殊 の場 合

に限 られ るで あ ろ う｡

燃 焼 や 冷却 の過 程 で､SOL,の一 部 (通 常 2-5%)はS03 に変 わ って 腐 食 や 環 境

影 響 が 強 まる｡ 空 気 を多 くす る とS02か らSOjへ の転化 率 が 増 えて5-10%に達 し､

SO｡に よ る熱 交 換 機 な どの腐 食 が 増 え､ 効 率 は一層低 下 しや す く､ 発 電 所 周 辺 の

環 境 に悪影 響 を与 え る場 合 もあ る｡ この点 か らの過剰 空 気 の抑 制 は､ 特 に重 油 燃

焼 の場 合 に重 要 で あ る｡

排 ガ ス の量 や 酸 素 が 増 え る原 因 と して､ 燃 焼 炉以 降 の 各 部 分 で の欠 損 によ る空

気 の洩 れ 込 み も関 係 す る｡ これ らの現 象 を解 明 して過 剰 空 気 を減 らす に は燃 焼 ガ

スや 排 ガ ス の 酸 素 の測 定 が 必 要 で あ る｡ わ が 国 の発電効 率 が 世 界 最 高 の レベ ル で

あ る一 因 は､ 空 気 量 の 調 節 が 良 い こ とで､ 表 に示す 改 善 の 値 よ りも更 に酸 素 を抑

制 して い る発 電 所 もあ る｡ 発 展 途 上 国 で も酸 素 の測定 と低 減 は低 コス トで容 易 に

実 施 可 能 で､ 経 済 性 を 高 めて しか も排 出 を減 らす大 きな効 果 を上 げる で あ ろ う｡

3 ･1 ･3 高 度 の効 率 向 上

発 電 効 率 を さ らに高 め るた め に､ 先進 諸 国 で は通常 の火 力発 電 の タ ー ビ ンに入

る蒸気 温 度 と圧 力 を 高 め る超 臨 界 圧 力発 電､ ガ ス ター ビ ン と蒸 気 ター ビ ンを組 み
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合 わ せ た 複 合 発 電､ な どの 実 用 化 が 始 ま っ て い る｡ 発 展 途 上 国 で も将 来 は この 方

向 に進 む と考 え られ る の で､ 問 題 点 を考 察 して 述 べ る｡

わ が 国 で 1952年 以 降 の 各 年 次 に運 転 を 開 始 した 最 大 の火 力 (汽 力) 発 電 ユ ニ ッ

トの規 模 と効 率 を 図 3･1-4に示 す0 1955年 ま で はユ ニ ッ ト規 模 は 100MW 以 下 で 蒸 気

は 再 熱 せ ず､ 圧 力 は 100kg 以 下 ､ 効 率 30% 以 下 で あ った｡ そ の後 規 模 が 拡 大 して

再 熱 方 式 が始 ま り､ 蒸 気 圧 が 高 ま って 効 率 が 上 が り､ 59年 には 蒸 気 圧 は 150- 200

kg (亜 臨 界 圧 ) に達 し､ ユ ニ ッ ト規 模 も200MW に近 づ き､ 効 率 は ほ ぼ 39% に達 し

た｡

そ の 後 は さ らに規 模 が 拡 大 して 700- 1,000MWとな り､ 蒸 気 圧 も超 臨 界 圧､ 超 超

臨 界 圧 と増 加 し､ 効 率 も上 昇 し､ 1989年 の ユ ニ ッ トは二 段 再 熱 に よ る 超 超 臨 界圧

の 設 備 で 41.76削こ達 したO この 超 超 臨 界圧 設 備 は天 然 ガ ス を用 い る も の で､ 高 温

高 圧 に 耐 え る材 料 と して 高 価 な チ タ ンを使 うな ど､ 高 度 の 技 術 を用 い て い る｡

図3･卜4を全 体 的 に 眺 め る と､ 効 率 の 向 上 は 当初 の従 来 型 の 小 型 設 備 か ら1960年

の 250MW の亜 臨 界 設 備 の 39.8% に至 る まで は 顕 著 で､ そ の 後 の規 模 拡 大 や 蒸 気 圧

増 加 の効 果 はそ れ ほ ど大 き くな い｡

現 在 用 い られ て い る電 力 会 社 の 火 力 (汽 力 ) 発 電 ユ ニ ッ トの 蒸 気 圧 と熱効 率 を

図 3･1-5に示 すO 効 率 の低 い 25% ､30% な ど の もの は､ 通 常 は運 転 され な い非 常 用

の 設 備 で､ 年 間 利 用 率 30% 以 上 の もの に限 る と､ 効 率 は在 来 型 で 33% 以 上､ 亜 臨

界 圧 型 で 36% 以 上､ 超 臨 界 圧 型 で 38% 以 上 で あ る｡ 複 合 発 電 は まず 1,100 ℃ の燃

焼 ガ ス で ガ ス ター ビ ン をそ の後 ボ イ ラー で 水 蒸 気 を起 こ して 汽 力発 電 をす る もの

で､ 天 然 ガ ス を燃 料 と して､ 43- 44% の効 率 が 得 られ て い る｡ 1,300 ℃ の 高温 ガ

ス ター ビ ンを用 いて 45% 以 上 の 効 率 を得 る設 備 が 目下 建 設 中で あ る｡

発 展 途 上 国 いず れ は この よ うな 高 効 率化 の 方 向 に進 む で あ ろ うが､ 当 面 は汽 力発

電 で 既 存 の在 来 型 で 35% 程 度､ 亜 臨 界 圧 型 で 37% 程 度 を得 る技 術 を確 立 す べ きで

あ ろ う｡ ユ ニ ッ ト規 模 も あ ま り大 き い と故 障 停 止 の場 合 の 影 響 が 大 き い の で､ 当

分 は 300MW程 度 まで が 妥 当で あ ろ う｡ 効 率 を 得 る技 術 と して､ 他 に石 炭 の ガ ス化

複 合 発 電､ 加 圧 流 動 床 燃 焼､ 燃 料 電 池 な ど も あ り､ 将 来 は これ ら も実 施 に向 か う

で あ ろ う｡
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図3･1-4 日本 の汽 力発電 最 人 ユニ ッ ト容 量 と熱効 率 の変 遷 '))

設計効率 (%)

汽力発電

容量 (Mw)

1952 54 55 55 lWMH｢39H山nr■HUHαLq小nH一n 606063646467676868727374747581838990

連関年

凡例 : 主蒸気圧 ⊂｣～川0

ユニット容量

[コ 100--50 Ej 150-200 日 225-250 皿 300-
(亜臨界圧) (超臨界圧) (超 臨々界圧)

* 再熱無し ○ 再熱 ●二段再熱



図 3･1-5 日本 の汽 力発 電所 稼 働 実 績 (H4)い

蒸 気 圧 と熱 効 率

熱効率

川0 200

蒸気圧

300

在来 董臨界圧 超臨界圧 超 臨々界圧 裾合発電

△ □ 0 0 *
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3 ･2 中 国 遼 寧 省 錦 州 発 電 所 】)

3 ･2 ･1 発 電 所 の 概 要

錦 州 発 電 所 は 遼 寧 省 錦 州 市 に あ り､ 200MW 石 炭 ボ イ ラー 6基 を持 ち､ 増 設 計 画

も あ る｡ 調 査 対 象 の 1号 機 は 1983年 に運 転 を 開 始 した 中 国 産 200MW の 標 準 機 で､

主 要 機 器 は す べ て 中 国 ハ ル ビ ンの 工 場 製 で あ る｡ 設 備 の 概 要 を以 下 に 示 す｡

(1)ボ イ ラー

型 式

蒸 発 量 (MCR)

再 熱 蒸 流 量 (MCR)

自 然 循 環 式 屋 内 型 HG-670/140-7型

670t/h

579t/h

蒸 気 条 件

圧 力 過 熱 器 出 口 (MCR) 140kg/cm 2

再 熱 器 出 口 (MCR)25.5kg/cm 2

温 度 過 熱 器 出 口 540℃

再 熱 器 出 口 540℃

給 水 温 度 (MCR)

燃 焼 方 式

通 風 方 式

(2)タ ー ビ ン

型 式

P‖

力

件

力

出

条

格

気

圧

定

蒸

口

口

入

入

温 口

口

入

入

P

P

H

I

度

復 水 器 真 空

(3)発 電 機

型 式

240℃

微 粉 炭 タンシーェンシャル燃 焼 ､ 油 助 燃 (2段 )方 式

平 衡 通 風

串 型 3車 重3分 流 排 気 抽 気 復 水 型

N200-130/535/535型

200,000kW

130kg/cm 2

21kg/cm 2

535℃

535℃

721mmHg(0.0525ata,冷 却 水 温 度 20℃ )

QFQS-200-2型
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量

率

圧

式

電

方

子

却

容

力

端

冷

200,000kW

0.85

15,750V

固定 子 :水 冷 却 回 転 子 :水 素 冷 却

使 用 石 炭 は 下記 の よ うな性 状 の低 品位 の もの で あ る｡

発 熱 量 2,900kcal/kg (計 画 ) 4,000kcal/kg (実 績 )

3 ･2 ･2運 転 状 況

運 転 性 能 を設 計 値 と 比 べ て 表 3･2-1に示 す｡ 運 転 開 始 以 来 調 査 時 点 まで の 約 5年

間 に運 転 停 止 を起 こ した 事 故 を表 3･2-2に示 す｡ 1987年 の年 間 の運 転 時 間 と利 用 率

の 目標 は 6,000hと68,5% で あ っ た が､ 実 際 は これ を下 回 り､ 熱 効 率 (送 電 端 ) は

31.5% で あ った ｡ わ が 国 で は 20年 以 上運 転 され て い る 小 型 発 電 設 備 (75- 125Mw)

の 平 均 の 利 用 率 は 84% ､効 率 は 34.6% で､ 350MW以 上 の設 備 で は利 用 率 88% ､効

率 36.9% で あ る｡

効 率 の 低 い原 因 を要 約 す る と表 3･2-3の とお りで､ 大 部 分 は 装 置 の汚 れ に よ る熱

伝 導 率 の低 下 で あ る｡ 排 ガ ス の温 度 が 高 く､ 十 分 な熱 回 収 が な され て いな いの で､

この改 善 に は 空 気 予熱 機 内 部 の汚 れ を落 とす 必 要 が あ る｡ 蒸 気 温 度 が 設 計 値 よ り

や や 低 い の で､ これ を 高 め る に は ボ イ ラー チ ュ ー ブの汚 れ を落 とす｡ 復 水 器 の 真

空 度 や ボ イ ラー 給 水 の 温 度 が 低 い こ とは大 きな 損 失 に つ な が っ て お り､ これ らの

改 善 に は､ 装 置 内 に付 着 す る ス ケ ー ル (析 出物 ) を除 く こ とが 大 切 で あ る｡

燃 焼 ガ ス 中 の酸 素 量 の 測 定 と制 御 が 不 十 分 で､ これ を十 分 に行 う こ とは 燃 焼 に

最 適 な 空 気 量 を用 い る た め と､ 炉 内､ ダ ク ト､ 空 気 予 熱 器 な どの 各 所 か らの空 気

の洩 れ 込 み な ど を 調 べ て 運 転 を順 調 に し､ 熱 効 率 や 利 用 率 を 向 上 させ る た め大 切

で あ る｡ そ の他 各所 を 十 分 に点 検 して 故 障 を減 ら し連 続 運 転 の 時 間 を長 くす る こ
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表3･2-1運転の設計と実際

項 目 誼 計 値 運 転 値

主蒸気圧力 (タービン入口) 130kg/cm2 115-130kg/cmZ

主蒸気温度 (タービン入口) 535℃ 525-530℃

再熱蒸気圧力 (タービン入口) 21kg/cm2 20-22kg/cm2

再熱蒸気温度 (タービン入口) 535℃ 520-530℃

ボイラ排ガス温度 159℃ 170-180℃

復水器真空 720mmHg 670-700mmHg

ボイラ給水温度 240℃ 202-210℃

ボイラ効率 89.33% 89.4-91.5%

タービン熱消費率 2,009kcal/kwh2,249-2,191kca1/kwh

表3･2-2主要事故

ボイラ側 節炭器管の漏洩 11件

水冷壁管の漏洩 6件

過熱器管 .再熱器管の漏洩 .噴破 lo件

その他 (弁漏洩､炉内爆発､フアン事故 3件

タービン側 ガバナ弁ステム損傷 1件

復水器管漏洩 1件

給水加熱器漏洩 1件

軸受油漏れ 1件

高圧車室の伸び差 1件

とは､ 利 用 率 を 高 め る と と もに熱効 率 向 上 に も貢 献す る｡ 発 電 あ た りの水 の補 給

量 が 多 く､ わ が 国 の 5- 10倍 に達 して お り､ 各 所 の弁や つな ぎ 目か らの漏 洩 に よ

っ て い る｡

中国 は 多 くの発 展途 上 国 と異 な っ て 自力で 発 電 所 を建 設 し､ 効 率 向 上に も熱 心

で 錦州 発 電 所 で も努 力 して い る｡ この た め 比較 的事 故 が 少な く､ 運 転 が順 調 で あ

るが､ わ が 国 で の技術 や 経 験 を生か せ ば 一 層 飛 躍 的 に向 上す る と期 待 され る｡
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表3･2-3錦州発電所の熱効率の影響因子

項 目 計画値 運転値 熱効率影響割合 (相対値)

a)排ガス温度 159OC 170-180oC -0.7 - -1.1%

b)蒸気温度 主蒸気 535OC 525-530oC -0.13 - -0.25%

再熱蒸気 535oC 520-535OC -0.23 - -0.33%

C)復水器真空 720mmHg 670-700mmHg -3.0 - -4.0%

3 ･3 フ ィ リ ピ ン ･マ ラヤ 発 電 所 3)

3 ･3 ･1 概 況

マ ラヤ 発 電 所 は マ ニ ラ の 南 東 70kmに あ り､ 重 油 火 力 1号機 300MW ､ 2号 機 350M

W 及 び 30MWの ガ ス タ ー ビ ン 3機 を持 ち､ 全 設 備 能 力 は 740MW に達 し､ ル ソ ン系 統

で は ス - カ ッ ト発 電 所 (850MW) に 次 ぐ主 要 発 電 所 で あ るo ル ソ ン島 の 発 電 能 力

は 1991年 時 点 で 4,626MWで､ フ ィ リ ピ ン全 体 の 71% を 占 め､ 1992年 に は 3,250MW

で､ 発 電 量 は 19,942GWH ､ そ の 内 訳 は 火 力 57.5% ､ 地 熱 22.3%､ ガ ス タ ー ビ ン 10.

5%､ 水 力 9.2%で あ った｡

ル ソ ン系 統 で は 慢 性 的 な 電 力 不 足 が 続 き､ 一 部 は 自然 災 害 や 渇 水 に もよ る が､

大 部 分 は火 力 発 電 の 出 力 低 下 と事 故 停 止 の た め で あ る｡ マ ラヤ 発 電 所 の 重 油 火 力

発 電 設 備 を表 3･3-1に示 す O 事 故 な どに よ る 運 転 停 止 回 数 が 多 くて 利 用 率 が 低 く､

特 に 1号 機 が よ くな い｡ わ が 国 の電 力 会 社 の 火 力 発 電 設 備 で は､ 通 常 年 1回 の 定

期 点 検 修 理 を 約 1か 月行 い､ 残 りの 11か 月 は 連 続 運 転 し､ 途 中 で 故 障 の た め に

止 ま る こ とは あ ま りな い｡

1986年 か ら 1987年 にか け て 1､ 2号 機 と も リハ ビ リテ ー シ ョ ン工 事 を行 い､ 一

時 的 に若 干 の 改 善 が 見 られ た が ､ 間 もな く性 能 が 低 下 した｡ この た め フ ィ リ ピ ン

政 府 は ｢マ ラ ヤ 発 電 所 信 頼 度 向 上 計 画 ｣ の フ ィ ー ジ ビ リ テ ィ調 査 を 日本 政 府 に依

頼 した｡ これ を 受 け て､ J ICAの 調 査 団 が 1994年 2月 に現 地 で 事 前 調 査 を行 い､

本 格 的 な 調 査 団 を 同年 9月 と 12月及 び 95年 2月 に派 遣 し た｡
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蓑3･3-1マラヤ発電所の重油火力発電設備3)

1号機(300MW) 2号機 (350MW)

メーカー ボイラー バブコック日立 バブコック日立

タービン シーメンス 日立製作所

発電機 シーメンス 日立製作所

営業運転開始 1975年8月15日 1979年4月21日

94年8月25日までの総運転時間 (h) 119,790 104,163

利用率 (%)* 69.4 76.9

停止時間の合計 (h) 52,726 31,363

総暦 日時間に対する百分率(A) 30.6 23.1

*総暦 日時間に対する運転時間の百分率

3 ･3 ･2 運 転 と リハ ビ リテー シ ョンの概 要

1号機 と 2号機 の運 転状 況 を図3.3-1に示 す｡ 利用 率 は各年度 ごとの設備 の運 転

時 間 の総 時 間 に対 す る百分 率､ 効 率 は電 力 と して得 られ た エ ネル ギー の投入 エ ネ

ル ギ ー に対 す る百 分 率 で あ る｡ 図 中 の数字 は各 年度 ご との設備 の起動 停止 の 回数

を示 す｡ マ ラヤ発 電所 で は 年 間の起 動停 止 が 平均 15回以 上 で､ そ の ほ とん どは故

障 によ る と思 わ れ､ 利 用 率 の低 さの大 きな原 因で､ 効 率 に も悪影 響 を与 える と思

わ れ る｡

1号機 は1987年､ 2号機 は1986年 に リハ ビ リテー シ ョンを行 ったO リハ ビ リテ

ー シ ョンはボ イ ラー を主 と して､ ター ビン､ 発 電機 の全体 にわた り､ 各 メー カ ー

が 中心 にな って実 施 した｡ これ によ って利 用 率 はや や 向上 した｡ 効 率 は 1号 機 で

33%に達 した が､ 翌年 か ら顕 著 に低 下 し､ 2号機 は33%以 上 を 5年 間保 った が､

6年 目に大 き く低 下 した｡ なお､ 効 率 は 日本 の重油火 力で は37% 程度 が普通 で あ

る｡

リハ ビ リテ ー シ ョン後 の 運転状 況 を 図3･3-2と図3･3-3に示す｡ 運 転 停止 に は計

画 的 に止 め る もの と､ 急 な 故 障で 計 画外 に止 め るもの とあ り､ 1号機 で は後 者 が

大 きな 比率 を 占め て いる｡ 1号機 で は94年 に利 用率 が 大 き く下が った だ けで な く､

運 転 中で も出 力 は 100MW程 度 に低 下 した0 2号 機 も同様 な経過 をた ど り､ ボ イ ラ

ー チ ュー ブ破 損 が続 き､93年 か ら94年 2月 にか けて大 部分 のチ ュー ブ を取 り替 え

た｡
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3 ･3･3 再 リハ ビ リテ ー シ ョ ン の経 済 性 と問題 点

トラ ブル が 多 い基 本 原 因 は､ 適 切 な 運 転 技 術 が 習 得 され て い な い こ と､ 定 期 点

検 修 理 (オ ー バ ー ホ ー ル ) が 不 十 分 で､ ボ イ ラー チ ュー ブ な ど の 劣 化 が 進 行 して

い る こ とな ど､ 熟 練 す れ ば未 然 に発 見 で き る設 備 や 機 器 の異 常 が 見 過 ごされ て事

故 を起 こす こ とで あ る｡ また､ 事 故 が 起 き て も､ 一 時 的 な応 急 策 を と る に と どま

り､ 原 因 を解 明 して そ の 後 に備 え る こ とが 乏 し く､ 同 じ事 故 が 繰 り返 して 起 き る

こ と も問題 で あ る｡

J ICA調 査 団 は調 査 に基 づ いて､ 再 リハ ビ リテ ー シ ョ ンの 計 画 を策 定 したO

そ の 費 用 (表 3･3-2)は 1997年 を 中心 とす る リハ ビ リテー シ ョ ンお よ び そ の 前 2年

お よ び 後 の 2年 の検 査 費 用 な ど､ 合 計 5年 間 の 総 費 用 で､ ロー ン に よ って 調 達 さ

れ る こ とに な って いるO

表3･3-2再 リハ ビリテー ションの費用 (1000USS)

1号機 2号機

外貨 現地貨 合計 外貨 現地貨 合計

プロジェク ト工事費 96,134 5,161 101,295 36,817 1,977 38,794

コンサルタン ト費用 3,580 188 3,768 1,170 62 1,232

石 炭 火 力発 電 設 備 を新 た に建 設 す る 場 合 の設 備 費 は通 常 2,000番/KW程 度 で あ る

か ら､ リハ ビ リテ ー シ ョ ン費 用 は新 設 設 備 に対 して 1号 機 で は 18%､ 2号 機 で は

6%程 度 に相 当 す るo

この 費 用 を 7年 間 で 回 収 す る場 合 の 発 電 原 価 を､ リハ ビ リテ ー シ ョ ン を行 わ な

か った 場 合 と比 較 して 表 3･3-3に 示 す｡ リハ ビ リテ ー シ ョン を行 って､ 効 率 が 198

8年 レベ ル (1号機 33.27%､ 2号 機 34,90%)に向 上 し､ そ の 後 毎 年 0.08%ず つ 低 下

す る と仮 定 した｡

表3･3-3発電量と発電原価 (pはペソ)

1号機 2号機

実施 実施せず 実施 実施せず

発電量(GWh/午) 12,877 8,032 25,754 18,172
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1号機 は リハ ビ リテー シ ョン費用 が 高 い ので､ 7年 間 の 回収 で は発 電 原価 はや

や 割 高 にな る｡ しか し実 施 しな い場 合 は発 電 量 が 減 り､ 電 力を他 の発 電 所 (発 電

原 価 は さ ら高 い) か ら買 う必 要 を生 じ､ 実 際 に は リハ ビ リテー シ ョ ンを行 った方

が 有 利 で あ ろ う｡ 2号機 で は リハ ビ リテー シ ョ ン費用 が 少 な い の で､ 明 らか に有

利 にな る｡

この有 利 性 を確 保 す る に は､ リハ ビ リテ ー シ ョ ンで 設 備 (ハ ー ド) を改 善 す る

と と もに､ 保 守 管 理 (ソ フ ト) も改 善 が必 要 で あ る｡ これ には 下 記 の重 点 項 目の

実 施 が 求 め られ る｡

(1) 完 全 な 定 期 修 理 計画 の策 定 と実 施

(2)安 全 で確 実 な 運 転

(3) 職 員 の採 用 ･教育 ･訓練 の 改 善

(4) モ ラル の 向 上

モ ラル の向 上 はす べ て の基 本 をなす もので､ この 向 上 を助 け る 手段 と して､ 各

人 が 得 た 知 識 や 技 能 の成 果 を評価 す る 資格 制度 の 導 入 や､ Q Cサ ー クルや 類 似 の

グル ー プ によ る 自主 的 な 活 動 を奨励 し､ 報 奨 制 度 と組 み 合 わせ て 職 場 全 員 が 創意

工 夫 の意 欲 を持 つ よ うに支 援 す る､ な どが挙 げ られ る｡

3 ･4 イ ン ドネ シア プ リオ ク火 力発 電 所 4'

3 ･4 ･1 発 電 設 備 の概 況

プ リオ ク発 電 所 は首 都 ジ ャカ ル タ に近 く､ イ ン ドネ シア最初 の火 力発 電 所 と し

て 1962年 ～1964年 に 1号機 と 2号 機 (各 25MW)が 作 られ､ 1972年 に 3号 機 と

4号 機 (各 50MW)が作 られ た｡ そ の 後 は ガ ス タ ー ビ ンが 建設 され て い る｡ 首 都

に近 いた め電 力需 要 が 多 く､ 定期 修 理 と短 時 間 の事 故 停 止 以外 は ほ とん ど運 転 し､

年 間 の利 用 率 は 60-70%台 を維 持 して いた｡ しか し運 転 10年 を過 ぎ る と設備 の老

朽 化 現 象 が現 れ､ 出 力 を そ れ ぞ れ 80% と90%に制 限 し､ 1985年 に国 際 協 力事 業 団

に よ る リノベ ー シ ョ ンの 調査 が行 わ れ た0 3号 機､ 4号 機 の主 要 設 備 を表 3･4-1に

示 す｡ 燃 料 に は重 油 (硫 黄 1.5%) が 用 い られ た｡

3 ･4 ･2 劣 化 状 態 と リノベ ー シ ョン計 画

主 な 劣 化 は 次 の もので あ る｡
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表3･4-1プリオク発電所 3､4号発電設備主要仕様4)

ボイラ

タービン

発電機

形式

SH出口蒸気

蒸発量

形式

定格

入口蒸気条件

真空

回転数

形式

定格

力率

電圧

周波数

回転数

三菱CE二胴水管ボイラVU-60型

91kg/cm2g,513℃(MCR時)

210ton/h(MCR時)

三菱単筒衝動反動復水型

50,000kw(MCR時発電機端)

88kg/cm2g,510℃

696.6mmHg

3000r.p.m.

三菱空冷同期発電機

62,500KVA,50,000kW

0.8

13,800V

50Hz

3000r.p.m.

(1) ボ イ ラー の主 蒸 気 温 度 が 設 計 値 の513ccか ら501℃ に低 下 したo これ は過

熱 器管 外 面 に灰 の付 着 が 著 し く､ 管 の 内 面 に は水 の不 純 物 に よ る ス ケー ル

が付 着 した こ とに よ る｡

(2) 空 気 余 熱 器 の熱効 率 が､ 腐 食 や 空 気 の洩 れ で 9%低 下 した｡ これ は燃 焼 空 気

率 を設 計値 の 1.15で な く､ 1.40程 度 に して燃 焼 ガ ス の酸 素 が 増 え､S02か

ら503へ の生成 が 増 え て､ 腐 食 が 増 した こ とが 主 因で あ る｡

(3) 復 水器 の 真 空 度 が 設 計 値 の696.6mmHgか ら670-680mmHgに低 下 した｡ これ

は水 の 中 の不 純 物 に よ る管 内 の ス ケー ル 生 成 のた め の熱 伝 導 率 の低下 によ

る｡

(4) ボイ ラー 過 熱 器 管 の 表 面 の高温 腐 食｡ 重 油 に 由来 す る灰 に低 融 点 成 分 の も

のが あ る こ とが わ か り､ 対 策 が 必 要｡

(5) ボ イ ラー チ ュ ウ ブ 内 面 に､ 給 水 中 の不 純 物 に よ る スケー ル が 付 着.

(6) 復 水器 管 の腐 食 漏 洩｡ 冷 却水 の質 が悪 い こ とによ る｡
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これ に よ って表 3･4-2の よ う に性 能 が 低 下 したO 対策 と して は下 記 の リ ノベー シ

ョン を行 う と と も に､ 使 用 す る水 を精 製 して純 度 を上 げ る こ と､ 燃 焼 の空気 量 の

制御､ スー ツ プ ロ ウや 洗 浄 を効 果 的 に行 って 装 置 の汚れ を落 とす こ とな ど､ 適 切

な運 転 が 必 要 にな る｡

表3･4-2建設時と現状の性能の比較4)

45MW(低発熱量基準) BoilerTurbine Plant
Q)建設時の保証値 (kcal/KWH) - 2,297 2,518.4

(%) 91.68 37.44 34.15
(診建設時の性能試験結果 (kcal/KWH) - 2,189 2,361.5

(%) 94.1 39.29 36.42
③現状効率 (kca1/KWH) - 2,437 2,741.4

(%) 92.4 35.29 31.37
④現状劣化度 (kcal/KWH) - 十248 +380

リノベ ー シ ョン工事 計 画 の 主 要 な もの を以 下 に示すO

ボ イ ラ ー

一 次 過 熱 器 全 数 取 替

二 次 過 熱 器 全 数 取 替

空 気 予 熱 器 全 数 取 替

スー トブ ロ ワ- 修 理

減 温 器 ノズ ル 修 理

バ ー ナー 修 理

化 学 洗 浄 工 事 実 施

タ ー ビ ン

動 翼 及 び ノズ ル 全 数 取 替

復 水 器 管 全 数 取 替

ロー タ リー ス ク リー ン 全 数 取 替

ボイ ラー 給 水 ポ ンプ 容 量 増 加

リノベ ー シ ョンで は､ 性 能 を元 に戻 す だ けで な く､ さ らに効 率 を高 め るた めの

装 置 を と った｡ す なわ ち､ ボイ ラ- で は空 気 余 熱 機 を 1サ イ ズ グ レー ドア ップ し

(ボイ ラー効 率 で 絶 対 値 0.8%向 上 見 込 み)､ ター ビンにお いて は 高効 率翼 を採 用
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した｡ (タ ー ビ ン の 熱 消 費 率 で 相 対 値 3%以 上 向 上 見 込 み )｡ これ に よ っ て 効 率 は

表 3･4-3の よ う に な る｡

表3･4-3リノベー ションによって得 られる効率 (A)4)

Boiler Turbine Plant

到達予想値 94.9 40.5 38.05

3 ･4 ･3 経 済 性 と問 題 点

リ ノベ ー シ ョ ンの た め の 工 事 費 を 表 3･414に 示 すQ リ ノベ ー シ ョ ン に よ って 発 電

の 重 油 消 費 は 減 り､ 発 電 量 は増 え て 収 益 が 出 る｡ 各運 用 年､ 利 用 率 に お け る 累 積

収 益 は 表 3･4-5の 通 りで ､ いず れ の 場 合 も投 資 額 を十 分 に超 え て い る｡ プ リオ ク発

電 所 で は､ 利 用 率 50%以 上 で 10年 以 上 運 転 す る 計 画 で あ って､ 十 分 に 有 利 で あ る｡

しか しな が ら この 有 利 性 を 生 か す に は､ 運 転 が 適 切 に順 調 に行 わ れ る 必 要 が あ

り､ この た め に は 3 ･3 ･3で 述 べ た と 同 様 の 措 置 が 望 まれ る で あ ろ う｡

表3･4-43号 ･4号機 リノベ- ション工事費4)

単位 :百万円
(単位 :百万ルピア)

外貨 内貨 合計

資機材 2,320 0 2,320
(10,115) (0) (10,115)

輸送費 (含保険) 120 0 120
(523) (0) (523)

据付工事費 430 230 660
(1,875) (1,003) (2,878)

直接費合計 2,870 230 3,100
(12,513) (I,003) (13,516)

コンサルタン ト .フィー 150 0 150
(654) (0) (654)

間接費 150 0 150
(654) (0) (654)

工事費合計 3,020 230 3,250
(13,167) (1,003) (14,170)

予備費 150 12 162
(654) (52) (706)

総 リノベー シ ョン工事費 3,170 242 3,412
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表3･4-5効率向上による累積収益4) (単位 :百万円)
ケース/利用率 40% 50% 60%
7年運用 3,944 4,933 5,919
10年運用 5,175 6,469 7,765
13年運用 6,114 7,642 9,172
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第 4章 考 察 と ま とめ

4 ･1 発 展 途 上 国 の 大 気 汚 染 と対 策 技 術

発 展 途 上 国 も工 業化 と車 の 増 加 で汚 染 が 増 大 し､ 中 国､ イ ン ドな ど 国 民 - 人 当

た りの年 間GDPが 数 百 ドル の 国 で も､ 大 都 市 や 工 場 地 帯 で は大 気 汚 染 が 始 ま っ て い

る｡ 主 因 は質 の 悪 い軽 油 を使 う トラ ッ クの 排 気 と､ 民 家 に近 い 工 場 や 発 電 所 の低

い煙 突 か らの ば い じん で あ る｡ 中国 北 部 で は 冬 期 の家 庭 の暖 房 用 石 炭 燃 焼 の排 ガ

ス に よ る汚 染 も大 き い｡

中 国 で は従 来､ 工 場 排 ガ ス 浄 化 に水 洗 が 奨 励 され て い たが､ 工 業 の 発 展 に よ り

各 所 で 多 量 の 水 を 消 費 して 水 不 足 とな り､ 黄 河 の 水 位 は 大幅 に下 が っ て い る｡ 排

ガ ス を洗 った 水 は 処 理 せ ず に 流 す こ とが 多 い の で､ 飲 料 水 の水 源 を汚 染 す る 問題

もで て い る｡

大 工 場 や 発 電 所 で は乾 式 の 電 気 集 塵 機 を使 用 す る よ う にな って い る が､ 除 去 効

率 が 設 計値 よ りも低 下 して､ 微 粉 炭燃 焼 の 場 合 は90-97%程 度 (わ が 国 で は通 常 98

%以 上 ) で 排 ガ ス が0.5-2g/Nmrうの粉 塵 を含 む こ とが 多 い｡ 効 率 低 下 の 大 き い原 F*jは

集 塵 機 の電 極 の汚 れ で､ 掃 除 によ って 改 善 で き る｡

大 工 場 や 火 力発 電 所 で は SO2と と も に粉 塵 を さ らに 除 去 す る こ とが 望 まれ る が､

排 煙 脱 硫 は 多 くの 費 用 や 資 材 を要 す る だ け で な く､ 装 置 の腐 食 や 運 転 上 の トラブ

ル も起 きや す く､ 順 調 な 運 転 に は技 術 や 経 験 を必 要 とす る｡

排 煙 脱 硫 は わ が 国 と米 国 で 1960年 代 の 末 か ら開 始 さ れ たが､ 当初 は 困 難 が 続 い

た｡ わ が 国 で は 数 年 間 の 努 力 で解 決 して 順 調 な 運 転 が 可 能 にな っ た が､ 米 国 で は

トラ ブル が 10年 以 上続 いて 排 煙 脱 硫 に反 対 の空 気 が 強 ま り､ 技 術 的 な 問 題 が 解 決

した 後 で も コ ス ト高 が 問 題 と され､ 古 い石 炭 火 力発 電 所 は脱 硫 して い な い と こ ろ

が 多 い｡ 米 国 政 府 が 巨 費 を投 じ CleanCoalTechnologyの開発 に努 め て い る の は､

安 価 な運 転 容 易 な 技 術 を 開発 して 普 及 す る こ と を主 眼 と して い る｡

発 展 途 上 国 に排 煙 脱 硫 が 普 及 す る に は な お 多 くの 時 間 を要す る で あ ろ う｡ 発 展

途 上 国 へ 先 進 国 か ら環 境 対 策 設備 を供 与 して も､ 運 転 の 費用 や 技 術 が 不 足 して 十

分 に 使 わ れ な い こ とが 多 い｡ 中国 で 重 慶 地 区 の 本 格 的 な 排 煙 脱 硫 設 備 が 立 派 に稼

働 して い る こ とや ､ 独 自 の脱 硫､ 脱 硝 技 術 の 開発 に努 め て い る こ とは 立 派 で あ っ

て､ この よ うな 状 態 が す べ て の発 展 途 上 国 で 期 待 で き る とはか ざ らな い｡

発 展 途 上 国 の煙 突 の 高 さ は､ 大 工 場 や 発 電 所 で も20-50m程 度 (わ が 国 で は 100-
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200m､ 欧 米 は 200-500m程 度 ) が 多 く､ 中小 工 場 で は5m程 度 が普 通 で､ 排 ガ スが 近

隣 を汚 染 しや す い｡ 汚 染 物 の濃 度 や 周 囲 の状 況 に もよ るが､ 多 くの 場 合 に煙突 を

高 くす る こ とが 当面 の策 と して は妥 当で あ ろ う｡ 家庭 や 中小工 場 で は燃 料 に石 炭

(塊 炭 ) を用 い る ことが 多 い ので､ 代 わ りにバ イ オ ブ リケ ッ ト (2 ･7) を用 い

る こ とは煤 塵 や SOxの低 減 に役 立 つ で あ ろ う｡

soxを除 去 せ ず に高 い煙 突 か ら多 量 に排 出す る と､ 欧 米 の よ うに発 生源 か ら500

-1000km程 度 離 れ た 地 域 まで 酸 性 雨 と して 降 る可能性 が 高 い｡ 現 在 の 中国 で は､ ペ

ー ハ ー が 5以 下 の酸 性 雨 が見 られ る の は､ 高 硫 黄 炭 を多 く使 う南 西 部 の 四 川省､ 貴

州 省 な どの地 域 で (図 2 ･1)､主 要 な 排 出源 の重慶 や 責 陽 か ら300km程 度 まで の 範

囲 で あ る｡ 煙 突 を高 くす れ ば汚 染 は この地 域 内 で は弱 まるが､ 酸 性 雨 の範 囲が 広

が る と思 わ れ､ この よ うな 多 量 発 生 源 で は脱 硫 が必 要 で あ ろ うO

酸 性 雨 の 明 らか な害 は､ 湖 が 酸 性 化 して ペ ー ハ ーが 5以 下 にな り魚 が 死 ぬ こ とで､

北 欧 や 北 米 で は 数 千 の湖 に被 害 が 出 て い る｡ しか し我 が 国や 中国 な ど ア ジ ア諸 国

で は湖 の酸 性 化 は認 め られ な い｡ 雨 の酸 性 が 北 欧､ 北 米 ほ ど強 くな い こと以外 に

土 壌 の 中和 能 力 が 高 い こ とが 関係 す る と思 わ れ る｡

大 気 汚 染 に よ る樹 木 被 害 は 各 国 で 認 め られ､ 従 来 は酸 性 雨 のた め と考 え られ た

が､ 主 因 は酸 性 雨 で はな く､ 車 の排 気 ガ ス に紫 外線 が 当た って 生 じる光 化 学 ス モ

ッ グ (成 分 は オ キ シダ ン トで､ そ の ほ とん どは オ ゾ ン) で あ る こ とが､ 近 年 の 欧

米 な どの調 査 研 究 で 明 らか に され て い る 1) ｡ この見解 は 欧米 で はす で に定 説 とな

っ て お り､ わ が 国 で も最 近 認 識 され 始 め て い る｡

地 表 の オ ゾ ンは 各国 で 車 の増 加 と と もに増 え て いる｡ わ が 国 に も 中 国な どの ア

ジ ア諸 国 に も大 気 汚 染 によ る と思 わ れ る樹 木 被 害が あ り､ 主 因 は オ ゾ ンの可能 性

が 高 い｡ 排 気 ガ ス規 制 は いず れ 途 上 国 で も必 要 にな るで あ ろ う｡

酸 性 雨 の硫 酸 は希 薄 (0.01%以 下 ) で ､ 多 くの試験 結 果 か らも植 物 へ の悪影 響 は

認 め が た い｡ 実 際 には雨 の酸 性 の強 い地 域 で 樹 木 被害 が 多 い傾 向 が あ るた め､ 酸

性 雨 が 被 害 の原 因 と考 え られ て きた｡ S0.7が 酸 にな るた め には酸 化 が 必 要 で､ オ キ

シ ダ ン トは強 い酸 化 剤 で､ これ が 多 い地 域 で は S02が 速 や か に酸 化 され て雨 や 霧 の

酸 の濃 度 が 高 ま る と とも に樹 木 被 害 もで る の で､ 酸性 雨 が 被 害 の原 因 と即 断 され

や す い｡ 酸性 雨 が 土 壌 を酸性 化 し､ アル ミニ ウムが溶 け 出 して 根 を い た め る とい

う見 解 も､ 試 験 結 果 は否 定 的 で あ る｡ た だ し､ 高濃度 の 酸性 雨 が 長 期 間続 けば､
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土壌 の 質 によ って 酸 性 化 す る こ と は考 え られ る の で､ 注 意 が 必 要 で あ る｡

一 方, 製 錬 所 や 化 学 工 場 な どの 周 辺 で は､ 排 ガ ス 中 の SO3(三 酸 化 硫 黄 ) によ る

被 害 が 出 る可 能性 が あ る｡ S0 3は排 出 され る とた だ ち に濃 硫 酸 の 霧 にな り､ そ の硫

酸 の濃 度 は排 出 直 後 に は 数 十 % (酸 性 雨 の硫 酸 濃 度 の数 千 倍 ) もあ る｡ 石 炭 や 石

油 の燃 焼 ガ ス で は SOtぅは 5-50ppm程 度 (S02の3110%程 度 ) で 多 くな い が､ 熱 交 換 機

や 電 気 集 塵 機 な どの腐 食 を起 こす こ とが知 られ て い る｡ 化 学 工 場 や 精 錬 工 場 の排

ガ ス で はSO:～が 1000ppm以 上 の もの もあ り､ 腐 食 だ けで な く､ 工 場 周 辺 で 樹 木 被 害

や 呼 吸 器 疾 患 を起 こす こ と もあ る｡

S03は水 洗 いで は 除 きが た い上 に､ ガ ス の温 度 が 下 が って拡 散 Lが た くな る ので

危 険 が 増 す｡ S03に よ る大 き な 被 害 は わ が 国や 米 国 に も以 前 は あ り､ 重 慶 や 責 陽 な

どで も起 きて い る可 能 性 が あ る｡ 湿 式 脱 硫 はS02は 90%以 上 除 くが SO｡の 除 去 率 は通

常 50%程 度 な の で､ SOミ濃 度 の 高 い ガ ス へ の使 用 す る場 合 に は排 ガ ス を再 加 熱 し､

煙 突 を高 く して ガ ス の拡 散 を 図 る必 要 が あ る｡ SO｡の十 分 な 除 去 に は湿 式 電 気 集 塵

機 の使 用 が 必 要 で あ るO 乾 式 脱 硫 は 一 般 にSO:,の 除 去 率 は 60-80%程 度 で あ る が､

SOriも同程 度 除 くO 半 乾 式 は湿 式 と乾 式 の 中間 的 な 除 去 率 を示 す｡

SOコによ る 酸性 雨 の 被 害 は､ 現 在 は 北 欧 や 北 米 以 外 で は 明 らか で はな い が､ SO∃

の排 出 は 中 国 や イ ン ドで は急 速 に増 え てお り､ 将 来 は広 範 囲 に 悪 影 響 が で る 可 能

性 が 高 い｡ 高 濃 度 の SO2(1500ppm程 度 以 上)を 多 量 に排 LLiiす る設 備 につ いて は湿 式

排 煙 脱 硫 が 必 要 にな るで あ ろ う し､ S02の濃 度 が 1000ppm程 度 以 下 で は 乾 式､ 半 乾

式 な どの簡 易 脱 硫 方 式 で もよ い で あ ろ う｡ しか し乾 式 や 半 乾 式 の既 存 の方 式 で は､

か な りの コス トが か か り､ ガ ス の 墨 や 組 成 の変 動 によ る運 転 上 の トラ ブル を 生 じ

や す く､ 石 灰 石 や 石 灰 を 大 過 剰 に使 用 し廃 棄 物 は 壷 が 多 く用 途 が 乏 しいな どの欠

点 が あ る｡ さ らに 良 い脱 硫 法 の 確 立 が 望 まれ る｡

石 炭 の流 動 床 燃 焼 も石 灰 石 を過 剰 に使 用 す る の で､ 大 規 模 に長 期 間 使 用 す る と

廃 棄 物 処 理 が 問題 とな る 上 にCOl,発 生 が 多 く､ 低 温 燃 焼 に よ っ て発 生 す るN20温 室

効 果 と と も に温 暖 化 の影 響 が 問 題 とな るで あ ろ う｡ 中 小 規 模 の 工 場 で は特 に高 濃

度 の SO‡を排 出す る場 合 を 除 いて 排 煙 脱 硫 の実 施 は 適 当で は な く､ 低 硫 黄 燃 料 (洗

炭 や 重 油 の脱 硫 も含 む ) ､ バ イ オ ブ リケ ッ ト､ な どの使 用 が 良 いで あ ろ う｡ NOx対

策 は､ 硝 酸 製 造 工場 な ど､ 特 に高 濃 度 のNOxを 出す 設 備 以 外 は 当分 は必 要 な いで あ

ろ う｡ た だ し大 都 市 や 中 国 の 蘭州 な ど石 油化 学 工 場 の あ る地 域 で は光 化 学 ス モ ッ
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グが 認 め られ 始 め て い る の で､ この 防 止 に は NOxと炭 化 水 素 の低 減､ と りわ け メ タ

ン以 外 の 反 応 性 の炭 化 水 素 (hTMHC､ あ る い は揮 発 性 有 機 化 合 物VOC)の低 減 が 必 要 に

な る で あ ろ う｡

4 ･2 効 率 向 上 によ るエ ネル ギ ー 節 約 と環 境 改 善

発 展 途 上 国 で は 一 般 に発 電 の効 率 だ けで な く､ 鉄 鋼､ セ メ ン ト､ そ の 他 各 種 製

品 の 生 産 の た め の エ ネル ギ ー効 率 も低 い｡ これ らの効 率 を 高 め て化 石 燃 料 消 費 の

伸 び を抑 制 す る こ と は､ 経 済 的 に も､ 汚 染 や 温 暖化 の 抑 制 に も最 善 の 手 段 で あ る｡

表 4･2-1に は､ ア ジ ア の 4ヶ国 に お い て 1987年 の 実 績 を基 礎 と して､ 自然 体 で 推 移

した 場 合 (過 去 10-15年 程 度 の推移 の 傾 向 が 持 続 す る と仮 定 した 場 合 )と､ 年 率 2%

(相 対 値 )の割 合 で 効 率 の 向 上 を続 け た 場 合 との 比較 を示 す｡ わ が 国 で は 石 油 危 機

以 来､ 各種 工 業 が 平 均 年 率 3%の効 率 向 上 を 10年 以 上 続 けて､ 世 界 一-高 い効 率 を持

つ よ う に な り､ 国 際 競 争 力 が 強 くな り､ GDPが 増 加 した｡ 発 展 途 上 国 は効 率 が 低 い

の で､ 先 進 国 の援 助 が あれ ば年 率 2%以 上 の 向 上 を続 け る こ とは不 可 能 で な い｡

表 4･2-1に よ れ ば､ 効 率 向 上 に よ って 自然 体 の場 合 よ りエ ネ ル ギ ー 消 費 は 大 幅 に

減 り､ GDPは増 加 しCO2､ SO2､NOxの 排 出 は大 き く減 る｡ 中 国 の 2000年 の SO2排 出 は

効 率 向 上 に よ って 年 間 500万 t減 る こ と にな る｡

中 国 で 排 煙 脱 硫 に よ って S02を減 らす 目標 は､ 新 設 の 石 炭 火 力発 電 所 全 部 に排 煙

脱 硫 装 置 を つ け る と2000年 に年 間 260万 t､ 酸 性 雨 な どの 降 る地 域 な ど主 要 地 域 の

す べ て の 発 電 所 につ け る と して も 118万 tで､ い ず れ に して も 目標 達 成 は 困 難 と さ

れ て い る の で､ SO2対 策 と して も効 率 向 上 が 大 き な効 果 を持 つ こ とが 示 され る｡

C02も途 上 国 で の 増 加 が 顕 著 で 温 暖 化 へ の影 響 が 強 く現 れ る 可 能 性 が 高 く､ これ を

抑 制 す る に は効 率 向 上 が 唯 一 とも言 うべ き有 効 手 段 で あ る｡

発 展 途 上 国 を援 助 して 火 力発電 所 の効 率 向 上 を 図 る こ と は大 切 で あ るO しか し

多 くの途 上 国 で は運 転 や 管 理 が 良 くな いた め に 設 備 が 劣 化 して トラブル が 多 く､

利 用 率 や 効 率 が 下 が って お り､ この よ うな 設 備 を修 復 して も､ 保 守 や 運 転 が 改 善

さ れ な け れ ば短 期 間 に再 び 劣 化 す る (3 ･3項 )｡ 発 展 途 上 国 の環 境 対 策 の援 助 を

効 果 的 に行 って 十 分 な 成 果 を上 げ る に は､ 資 金 面 や 技 術 面 以 外 に も さ ま ざ ま な 配

慮 が 求 め られ る で あ ろ う｡

設 備 の 運 転 や 保 守 の技 術 の 向上 た め に は､ 途 上 国 の技 術 者 を先 進 国 の 発 電 所 や
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表4･2-1効率向上によるエネルギー節約の効果2)

(現状 :自然体で推移する場合と､改善 :年率 2%の効率向上を続ける場合

項目 国名 川ST 2000 2010自然体 向上 自然体 向上

人口 中国 10.9 12.9 13.8インド 7.8 10.4 12.3
(億人) インドネシア 1.72 2.08 2.31

フィリピン 0.57 0.77 0,92

エネルギー 中国 0.60 0.87 0.72 1.10 0.76イン ド 0_29 0.38 0.32 0.47 0.34
(t/人) インドネシア 0.40 0. 56 0.50 0.77 0.59

フィリピン 0.36 0.49 0.44 0.72 0.60

GDP 中国 430 670 6ST 887 935インド 320 447 566 449 570
('80PS/人) イン ドネシア 590 873 914 1コi川 1313

フィリピン 633 1020 1027 l輔o 1569

CO2 中国 641 909 750 1230 857イン ド 216 331 286 462 340

(100万t) インドネシア 67 109 99 164 128
フィリピン 描 27 23 40 二川

SO2 中国 lt柑5 2721 22川 3724 2513イン ド 310 543 436 S川 537
(万t) インドネシア 48 89 74 145 98

フィリピン 37 52 41 73 47

NOx 中川 737 1川l S師 1515 1032インド 256 449 365 676 460
(万t) インドネシア 64 121 104 195 139

工場受 け入れ させ て実 習 させ る こと と､ 先進 国 の技術者 が先方 に長 期 滞在 して指

導 に 当た る ことが 望 まれ る｡ 重 慶 の排煙 脱 硫設備 の建 設 と運転 の成 功 は､ この点

で 十 分 の措置 が取 られ た ことが 基本 にな って いる｡

実 際 に順調 な運 転や保 守 を行 うた め には､ 技術 の習得 だ けで な く､ 幹部 も作 業

員 も一体 とな って 設備 を良 く稼 働 させ るよ うとす る意 欲 が大 切 で あ る｡ 発 展途 上

国で は大学 出身者 は数 少 な いエ リー トで､ 若手技術者 で も大学 出 は オ フィスで部

下 の報 告 を聞 いて 指示 を出す だ けで､ 作 業 現場 には滅 多 に出向か な いため､ 現 場

の実 際 を十分 理解 で きな い こ とが 多 い0 - 万､ 作 業員 は指示 に従 うだ けで設備 を

良 く保 全 し運 転 しよ うとい う意 欲 は乏 しい｡ 作 業員 の意 欲 を も りた て るた め には､

よ い仕 事 を した場 合 の報 奨 制 度 も効 果 的 で あろ う｡ 発 展 途 上国 の幹 部､ 技術者､

作 業 主任 な どを先 進 国 の発 電 所 な どや 工 場 に受 け入 れ て 実習 し､ 管 理 運 営や 設備

運 転 の あ り方 を経 験 して も らう こ とが有 効 で あろ う｡

東 ア ジアで も､ 一部 の途 上 国で は､ 発 電 所 につ いて 建 設 だ けでな く､ 管理運 営
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や 実 際 の運転 もす べ て先進 国 に委 託 した方 が能 率的 とい う意見 も出て いる｡ 短 期

的 に は この方 法 が効 率 的 とい うこともあ るで あ ろ うが､ 長期 的 に は各国が 自 らの

責 任 で事 を処 して い くだ け の意欲 と能 力 を備 え る こ とが大 切で あ る｡ この点 で も､

中 国 が 自力 に よ る努 力 を続 けて成果 を上 げて い る こ とは高 く評価 され る｡

4 ･3 温 暖 化 へ の影 響

4 ･3 ･1 東 ア ジアのCO2排 出特性

温 暖 化 につ いて は先進 国 で は強 い関心 が あ るが､ 発 展途 上国は､ 先進 国 の二 酸

化 炭 素 の過 剰 排 出が 問題 で 自分た ち には 責任 はな い と考 え､ 関心 が低 い｡ 事 実､

国 民 - 人 当た りの年 間 のCO_'の発 生量 (炭 素換 算 ) は､ 表4･3-1に示 す よ うに先進

国 の 2.5-6トンに対 し､ 途 上 国で は韓 国､ 台 湾 な ど以外 は ほ とん どが 1トン以 下 で あ る｡

しか しなが ら途 上 国 は人 口 とそ の伸 び率 が 多 く､CO2発 生量 の増加 が著 しい｡ 特 に

ア ジ ア地 域全 体 の排 出は1975年か ら1993年 まで に9億 トン増 えて約 17億 トンに達 し､ 北

米 と肩 を並 べ る に至 ったO このア ジ アの排 出の82射ま表 に示す 東 ア ジア諸 国が 出 し

て い る｡

表4･3-1東アジア諸国等のC02の排出量の変化3)

国名 CO2排出量の変化 -人当たりのCO2排出量の変化CO2排出量(炭素換算百万 トン 年平均伸び率 (A) CO2排出量(炭素換算 トン/人)年平均伸び率(%)
1975-19851985-1993 1975-19851985-川031975 川85 1993 1975 1985 l叩3

中国 323 535 751 5.2 4.3 0.35 0.51 0.64 3.8 2.9
日本 275 286 348 0.4 2.5 2.46 2.37 2.80 -0.4 2.1
インドネシア 12 26 57 8.0 10.3 0.09 0.16 0.30 5.9 8.2
韓国 23 48 101 7.6 9.7 0.66 1.19 2.28 6.1 8.5
台湾 13 24 46 6.3 8.5 0.82 1.24 2.19 4.2 7.4
タイ 7 13 鍋 6.4 13.2 0.18 0.26 0.60 3.7 ll.0
ブイ牝oン 9 9 捕 0.0 7.5 0.210.16 0.24 -2.7 5.2
マレシア 5 12 25 9.1 9.0 0.43 0.79 1.34 6.3 6.8
東アジア諸国計 667 9531,379 3.6 4.7

世界の主な地蟻,国北米 1,4871,5871,761 0.7 1.3 6.216.01 6.14 -0.3 0.3
(内 米国) 1,3601,4541,617 0.7 1.3 6.29 6.ll 6.27 -0.3 0.3
中南米 195 ご眉 321 3.0 2.5 0.67 0.72 0.75 0.7 0.5
欧州OECD 1,0021,0291,053 0.3 0.3 2.51 2.45 2.39 -0.2 -0.3
(内 ドイツ) 292 封)6 270 0.5 -1.6 3.713.94 3.35 0.6 -2.0
(内 英国) 1甜 168 167 -0.7 -0.1 3.20 2.97 2.89 -0.7 -0.3
アジア 793i,1541,689 3.8 4.9 0.36 0.44 0.56 2.0 3.i
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先進 国 で はCO2排 出量 を増 や さな い努 力が な され て いる ので､ 今 後 の増 加 は主 に

途 上 国 によ って お り､ 東 ア ジア諸 国 の動 向が重 要 で あ る｡ 特 に 中 国 は排 出が 米 国

に次 いで 多 く､ 伸 び 率 は 米 国 よ りも著 し く高 く､ 石 炭 の埋 蔵 量 は 豊富 で､ 今 後 の

地 球環 境 へ の影 響 は大 き い｡

現 在､ わが 国そ の他 か な りの国が､ CO2抑 制 の た め に石 炭 の使 用 増加 を抑 えて 天

然 ガスや 原 子 力 を伸 ばす 方 向 を とって い る｡ しか し天 然 ガ ス も原 子 力用 ウ ラ ンも

石 油 と同様 に資 源 の寿 命 が あ と数 十 年 と予測 され て お り､ 太 陽 エ ネル ギー､ 風 力､

バ イ オマ スな どに も実 用 上 の限界 が あ るので､ 遠 か らぬ将 来 エ ネ ル ギー源 を主 に

石 炭 に頼 る可 能 性 が 強 い｡

東 ア ジア諸 国 の 国 民 一 人 当た りのGDPとCO2排 出 との関係 を欧 米 諸 国 と比較 して

図4･3-1に示 す｡ 日本 は先 進 国 の 中で もGDPは高 くて CO2排 出 は少 な く､ 最 高 の炭 素

効 率 を持 って い る｡ 途 上 国 は一般 に効 率 が低 いが､ 中国 は特 に低 く､ 農 業 人 口が

多 い こと､ 燃 料 と して 石 炭 の比 率が 高 い ことな ど も関係 す る｡

図4･3-1東アジア諸国等のCO2排出とGDP(1993年)3)
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石 炭 資源 も300年 程 度 で 欠 乏す る と予 測 され て い るので､ 効 率 を高 めて 大切 に使

う必 要 が あ る｡ 脱 硫 や 脱 硝 な どの 設 備 もか な りのエ ネル ギ ー や 物 資 を消 費 して

C02の発 生 を増 や す の で､ これ に つ いて も検 討 す る必 要 が あ る｡

4 ･3 ･2 火 力発 電 の効 率 向 上 ･排 煙 処 理 ･二 酸化 炭 素 の 相 互 関係

表 4･312に は､ 表4･312SO2除去によるCO2排出の増加率 (石炭ボイラー)4)

石炭 ボ イ ラー

によ る発 電 の

場 合 に､ 脱 硫

設備 を運 転 す

る こ と によ っ

てC02が 増 加 す

脱硫率(%) C02の排出増(排煙処理が無い場合との比較(%))石炭中のS分が1%の場合 石炭中のS分が4%の場合

排煙脱硫 湿式石灰石膏法 92 2,0 4.8

スプレー ドライヤー法 90 2.5 I.O

流動床 バブリング式 80 4.0 10. 0

る比率 (A)を示 すO この増 加 は運 転 によ るエ ネル ギー 消 費 や､ 吸収 剤 の石 灰 石 か ら

出 るCO2､ あ る いは 吸 収 用 の石 灰 の 製造 に伴 って 生 じるC02に よ る もの で､ 設備 の

建 設や 資 材 の 輸 送 な ど に よ る増 加 は含 まな い｡

湿 式 石 灰 石 膏 法 で は 比 較 的 増 加 が 少 な いが､ 脱 硫 に吸 収 剤 を多 く使 用 す る方 法

で は増 加 率が 大 き い｡ 流 動床 燃 焼 (通 常 のバ ブ リング式 ) で は増 加 は 湿 式 石灰 石

膏 法 の 2倍程 度 で､ 硫 黄 の多 い石 炭 の場合 に は 10%の増加 を示 す｡

表4･3-3は各 種 の燃 料 で 通常 の ボ イ ラー と複 合 (ガ ス ター ビ ン とボ イ ラー の コ ン

バ イ ン ドサ イ クル ) に よ る発 電 で 燃 焼 改 善や 排 ガ ス処 理 を行 った場合､ お よび､

石 炭 の加 圧 流 動 床 とガ ス化 複 合発 電 の場 合 の発 電効 率 とNOx､SO2､C02の排 出量 を

示 す｡

燃 焼 改 善 (過 剰 空 気 抑 制､ 二 段 燃 焼､ 低NOxバ ー ナー な ど) はわ が 国 で はす べ て

の発 電 設 備 で行 わ れ､ 制 御 不 十 分 の場 合 よ りも効 率 を高 め､ 排 出､ 特 にNOxの排 出

を減 らす ことが で き る｡ 脱 硫 (湿 式 石 灰 石膏 法 ) を行 う とや や 効 率 が 下 が り､ 排

出が 増 え る｡ 脱 硝 の場 合 は効 率低 下 が 大 き くな いが､ 途 上 国 で はNOx規 制 は厳 しく

な いの で､ 脱 硝 を行 わ な くて も燃 焼 改 善 で十 分 なNOx低 減 が で き る0

発展 途 上 国 で は発 電 効 率 は石炭 燃 焼 ボイ ラー で 30%前後 の 場 合 が 多 いの で､ これ

を38%に高 めれ ばsoxとC02を22%程 度､ NOxは 70%も減 らす こ とが 可 能 で あ る｡ この
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方 向 に進 むよ うにわが国が援助 す る ことが重 要で ある｡ 石炭 による発電効 率 をさ

らに上 げる ことが望 まれ､ 先進 国で は加圧 流 動床や ガス化 によ り複 合発電が始 ま

表4･3-3各種燃料による充電効率､排煙処理と排出4)

燃料 発電法 制御方法 効率り(%) NOR(ppm) 排出(g/kWh)NOx SO2 CO3

天然ガス ボイラー 不十分 37.0 300 1.7 0 487
ボイラー 燃焼改善 38.3 50 0.3 0 470
複 合 燃焼改善 42.0 180 3.0 0 430
複 合 脱 硝 41.8 40 0.6 0 435
複 合'2 脱 硝 44.7 40 0.6 0 408

重 油暮3 ボイラー 不十分 37.0 450 2.8 8.6 687
ボイラー 燃焼改善 38.3 100 0.6 8.5 椙0
ボイラ- 脱硫 37.8 100 0.6 0.6 (川バ
ボイラー 脱硫脱硝 37.7 20 0.1 0.6 700

石 炭暮3 ボイラー 不十分 36.0 800 5.4 14.4 888
ボイラー 燃焼改善 38.3 400 2.7 14.0 835
ボイラー 燃焼改善 38.0 200 1.4 14.2 843
ボイラー 脱硫 37.2 200 1.4 1.0 867
ボイラー 脱硫脱硝 37.i 40 0.3 1.0 869
加圧流動床l4二段燃焼 41ー0 80 0.6 1.3 775
ガス化複合事4脱硫脱硝 43.0 40 0.3 1.2 739

(荏)一1;総発熱量､送電端ベース 事2;高温ガスタービン使用 事3 ;S-2%
り;実証試験中

って い るが､ これ らは技術面や コス ト面で改 善 の余地が あるo

現 在 世界全体 で年間 に1000万 トン程度 のSOZが排煙脱硫 で除去 されて いるが､ 酸性

雨 被害 を防 ぐには､ 年間の除去 量 を3000万 トン程度 に増やす ことが望 まれ る (表4･3

-4)｡ これ を湿式石灰石膏法で実 施す る と年 間1500-2000万 トンの石炭 に相 当す るエ

ネル ギ ー を消 費 し､5000-8000万 トンのC02を増やす ことになる. 脱硫 の推進 は北米､

北欧 と ともに東 ア ジアで は必要 であ るが､ 脱 硫 の方 法 によって は さ らに多量 の

C02の排 出を招 く｡

表4･314排煙処理のためのエネルギーとCO2増加4'

(単位:百万t)

除去法 除去量 エネルギー消費(石炭換算,将来) CO2増加(将来)現在 将来

SO2 脱 硫 10 30 15-20 50-80
NOx 脱 硝 1 3 1-3 4-10

なお､ 石炭燃焼 ガスか らC02を除去す る脱 炭技術 につ いて は､ 各 国で検 討が加 え

られ た が､ 大規模実用化 の見込 みは乏 しい｡ 現在 世界年 間約 1億 トンのC02が化 石燃

料 を不 完全燃 焼 したガスか ら分 離回収 されて いる (表4･3-4)｡ これ はア ンモニア

合成 工 場で原 料用 の水素 を作 るため に行われ てお り､ 回収 したC02は尿素 の合成な
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ど に大 部 分 が 使 わ れ 一部 が 廃 棄 され て い る｡ しか し製 造 した尿 素 な ど も使用 す れ

ばC02が 放 出 され る ので､ C02を減 らす こ とには な らな い｡

世 界 的 なC02の排 出 の増 加 を考 慮 す る と､ 温 暖化 抑 制 の 目的 で 脱 炭 を行 うに は､

極 めて 多 量 の CO2処 理 を必 要 とす る｡ この量 を仮 に毎 年40億 トン (炭 素換 算 11億 トン)

程 度 と仮 定す る と､ 脱 炭 に要 す る エ ネ ル ギ ー は石 炭 5-7億 トンに達 し､ これ によ って

ll-15億 トン程 度 のC02が 発 生 し､ 実 際 の 除去 量 は大 き く減 る上 に､ エ ネ ル ギー 資 源

の 欠 乏 を促 進 す る｡ また除 去 した 多 量 のC02が 再放 出 され な い よ うに処 理 す る こ と

は 無 理 で あ る｡

4 ･3 ･3 各種 温 暖化 ガス

地 表 の大 気 中 の メタ ンCH｡､ 一

酸 化 二 窒 素N20､ フ ロ ン (CFC) ､

オ ゾ ン03な ど は 強 い温 室 効 果 を持

つ (表 4･3-5)｡ これ らの温 暖 化

へ の効 果 の合 計 は二 酸化 炭 素 に匹

敵 す る こ とが 知 られ て お り､ 二 酸

化 炭 素 と同様 に抑 制が 大 切 で あ る｡

表4･3-5代表的な温室効果ガスの推移5'

温室効果 1992年の 近年の年間 地球温暖 寿命
ガス 濃度 増加率 化係数●

CO2 356ppm 0.50% 1 120年
CH4 1.74ppm 1% 20 11年
N20 310ppb 0.25% loo 130年

対流圏03 10-100ppb 1% 2000 -

CFC-12 0.50ppb 4% 10000 120年

注)辛:C02の影響を1とした時の相対値 (単位重量

当た りの効果の比較)

最 近 は フ ロ ン は世 界 的 に抑 制 が進 み始 めて い るが､ 他 の ガ ス は地 表 大 気 中で 増 え

続 けて お り､ この増加 に対 して も東 ア ジア地 域 の寄 与 が 大 き い｡

メ タ ンは天 然 の湿地 帯 や 水 田で の有 機 物 の分 解 によ って 出 る量 が 多 い｡ 東 ア ジ

ア は水 田が 多 く､ 堆肥 な どの有機 質 を用 い る と､ メ タ ンの発 生が 増 え る｡ 有 機 肥

料 を使 用 して メ タ ンの発 生 を減 らす 条 件 の研 究 が わ が 国 な どで な され て お り､ こ

の 実 用 と普 及 が 望 まれ る｡

中国 の農村 地 帯 で は､ 稲 わ らや 雑 草 を池 に入 れ て メタ ンを発 生 させ､ これ を集

め て燃 料 と して 使 って いる｡ メ タ ンを燃 や せ ばC02とな り､ 温 室 効 果 が減 る｡ 炭 鉱

や 都 市 ゴ ミの 廃 棄埋 立 て場 か らも多 量 の メ タ ンが発 生 してお り､ これ を集 め て 利

用 な い し焼 却 す る ことが望 まれ る｡

一 酸 化 二 窒 素 は天然 の土 壌 か ら もで るが､ 窒 素肥 料 を多 く施 した 農 地 か らの発

生 が 多 い｡ 東 ア ジ ア地 域 は農 作 物 増 産 のた め に窒 素肥 料 の使 用 が 著 し く増 加 して

お り､ 農 地 で の 一 酸化 二窒 素 の発 生 を減 らす 研 究 が重 要 にな って い るa
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一 酸 化 二 窒 素 は通 常 の 石 炭 燃 焼 ガ ス 中 に は 1ppm程 度 以 下 で あ る が､ 流 動 床 燃 焼

(燃 焼 温 度 900℃ 程 度 以 下 ) で は 50ppm程 度 含 まれ､ 温 室 効 果 が C02の 100倍 あ る の

で 影 響 は無 視 で きな い ｡ 欧 州 諸 国 で は この点 か ら流 動 床 燃 焼 に反 対 す る意 見 が 強

いO 中 国 で は特 に流 動 床 が 増 え る と思 わ れ, 注 意 が 必 要 で あ る｡ 一 酸 化 二 窒 素 は

脱 硝 で は 除 去 で き な い の で､ 燃 焼 制 御 で 減 らす 方 法 が 検 討 され て い る0

地 表 の オ ゾ ン (0主)は 車 の 排 気 ガ ス な ど､VOC(揮 発 性 有 機 化 合 物 また は非 メ タ

ン炭 化 水 素) とNOxを含 む ガ ス に紫 外 線 が 当た る と発 生 し､ 植 物 だ けで な く､ 動 物

(呼 吸器 ) に も害 を与 え､ 温 室 効 果 も大 き い｡ 車 の増 加 に伴 って 地 表 大気 中 の 濃

度 が 世 界 的 に増 え て い る｡ 東 ア ジ ア諸 国 は車 の使 用 の 伸 び が 世 界 最 高 の レベ ル な

の で､ オ ゾ ンの 増 加 も多 い と思 わ れ るが､ ほ とん どの 国 が排 気 ガ ス規 制 を ま だ 実

施 して い な い の で､VOCや NOxを規 制 して 低 減 す る こ と が 望 まれ る｡
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